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事務局長  本日は御多忙のところ
おおうち
大内捷司

か つ じ
 

元委員長、
とみこしかずひろ
富越和厚  前委員長、そして 

荒井
あ ら いつとむ

勉 委員長におかれましては、機関誌『ち
ょうせい』の座談会に出席いただきまして誠に
ありがとうございます。 
 初めに、今回の座談会の趣旨について改めて
御説明を申し上げます。御承知のとおり、機関
誌『ちょうせい』は、主に地方公共団体との情
報共有を図ることを目的として、平成７年以降、
年４回発行しており、令和２年２月には、第100
号の節目を迎えたところです。直近では、一昨
年の平成から令和への改元を機に２年間、過去
７回にわたって、これまで公調委が取り扱った
公害紛争事件のうち、特色ある事件を振り返る
特集記事を連載しております。本日の座談会は、
その締めくくりという位置づけで開催させてい
ただきました。 
 

在任中の公害紛争処理制度を
巡る状況 

 
事務局長  まずは、御在任中のことなどに関
しまして、お話を伺ってまいりたいと思います。
当時の公害紛争処理制度を巡る状況について
お伺いできればと思います。 
 
大内  私は平成 19年７月に委員長に就任し
て、その後５年間、平成 24 年６月まで在任い

たしました。私が着任した時期は、公害等調整
委員会が発足した昭和 47年当時の水俣病や四
日市公害などの、いわゆる産業型といわれる公
害事件から、騒音などの身近な生活環境の侵害
が問題視される生活型の公害が意識されるよう
になってきた時期でありました。これは各企業
における公害防止対策や、行政における環境保
全対策・法整備が進み、加えて、環境問題に対
する市民意識の高まりが背景となっていたと考
えられます。このような社会情勢の変化が、公
調委に申し立てられる事件数にも反映し、平成
３年以降、年間の新規申立件数が 10 件未満と
いう年が多くなっておりました。私が委員長に
就任した平成 19 年には、新規受付件数が年間
６件にとどまるという状況になっておりました。 

 
富越  今、件数のお話がありましたけれども、
平成 19年の新規受付件数だけを見ると組織存
続の危機ではないかというぐらいの件数でした
けれども、私が平成 24年に引き継いだ段階で
は、大内委員長時代の取組によって裁定事件が
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増加しておりまして、新規受付 23 件、終結 29
件、未済 38 件と、この公調委の組織規模から
いうと、これが未済 50件にもなったら大変だ
なと、逆に思ったりしたものです。 
 
事務局長  大内先生の就任当時の取組につ
いてお伺いできれば。 
 
大内  平成 19 年の就任当時、私の役割とし
ては、公調委における公害紛争処理制度の活性
化が最大の課題でありまして、全国の都道府県
公害審査会と連携し、裁定による解決がふさわ
しい事件については、中央の公調委への申立て
を促すよう働きかけをするなどの方法によって、
公害紛争処理制度の活用を呼びかけてまいりま
した。 
 その一方で、公調委における事件処理体制の
強化にも努めました。具体的には、第１に、充
実した審議を尽くして、内容のしっかりとした
裁定を下すことに努めることです。このことは
当然ではありますが、公調委の基本的な役割を
まず果たすことが大事であると考えた次第です。
第２は、専門委員を活用し、科学的な事件調査
を充実させることにも努めました。そのため、
平成 21年度以降、事件調査のための予算を大
幅に増額させ、必要な事件については専門委員
による調査、外部委託による調査を十分行える
体制を用意いたしました。さらに３番目に、東
京から離れた地域に在住する当事者の負担を軽
減させるため、被害発生地等の現地で審理期日
を開催する取組を開始し、平成 21 年には、現
地期日開催の要件を緩和する規則の改正を実
現して、現地期日の運用を推進させてまいりま
した。 
 
富越  大内委員長の広報活動の流れを引き
継ぎまして、私も、及ばずながら裁判所への説
明会など広報に努めた記憶があります。 
 ただ、私自身の活動というよりも、大内時代

の広報活動の残存効果といいますか、平成 25
年には新規受付件数が 32 件となり、その後は
やや低迷しまして、平成 29 年７月に荒井委員
長にバトンタッチをしたという流れとなります。
この間、大内委員長から御説明のあった改善方
策について、基本的にその方策を踏襲した上で、
作業を進めてまいりました。産業型の大型公害
が終わって、生活環境型の近隣公害への傾向が
どんどん進んでいくという時期であったと記憶
しております。 
 
事務局長  その後、富越委員長からのバトン
タッチを受けて、荒井委員長が御就任になられ
ました。 
 
荒井  私は平成 29年の７月に、富越前委員
長の後任として着任して、３年余りがたちまし
た。私が着任した当初の数か月で感じたことを
申し上げますと、一つは、事件の類型が、先ほ
どから出ております生活環境型の事件、中でも
騒音や低周波の事件が特に多かったという印象
でした。特に隣家のエコ給湯器の室外機からの
夜間の騒音、あるいは低周波音によって眠れな
いといった健康被害を訴える案件が続いてまい
りまして、騒音絡みの案件が多い、まさに近隣
紛争だなと感じたところであります。 
 次に感じたこととしては、損害賠償を求める
責任裁定がほとんどだろうと思っていたところ、
ほぼ同数ぐらいに原因裁定の申立てがあること
で、例えば平成 30 年ですと、新規受付 22 件
のうちの半分の 11 件は原因裁定です。原因裁
定は、加害行為と被害結果との因果関係だけを
判断するものですから、専門的知見を活用して
判断するという点で公調委の特色を最も発揮で
きる紛争解決手段だと思うのですが、これがか
なり利用されている実情を知り、これは公調委
としては非常に好ましいことだと感じたところ
であります。 
 もう一つ感じましたのは、これは先ほど大内
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元委員長のお話を伺って、ああ、そういうこと
だったのかと思ったところですけれども、審理
体制の充実を感じました。裁定委員会や調停委
員会を構成する３人のメンバーには裁判官出身
者が入り、あるいは医師や行政の専門家が入る、
事案によっては弁護士、学者、科学の専門家が
入るというような形で委員会が構成されますし
事前準備を担当する審査官室もまた、裁判所出
向者だけではなく、行政庁の各省から出向して
いるいろいろな視点を持っている人たちで構成
されており、非常に多角的視点を持った判断が
できる体制ができているのだと感じました。そ
の上で、先ほどお話ありましたように、専門委
員の活用が非常に重要な意味を持っているわけ
ですが、裁判所の専門委員制度と比較して、当
委員会の専門委員は、その専門的知見が大変柔
軟かつ有効に活用されており、委員会の判断の
重要な支えとなっているように思われ、これも
充実した審理体制の大きな要素だと感じた次第
でございます。 
 

印象に残る事件 
 

事務局長  御在任中の事件で、特に印象に残
っているとか、解決に苦労したといった事件は
ございましたでしょうか。 
 

■被害者救済の視点に立ち返る 
大内  私の在任中の印象に残る事件として
は、５年にもわたって調停を進めた伊賀市産業
廃棄物処分場水質汚濁防止等調停申請事件 1

（申請：平成 17 年８月）や、専門家による本
格的な現地調査を行った和歌山県美浜町にお
ける椿山ダム放流水漁業被害原因裁定申請事

件 2（申請：平成 18 年９月）など思い出深い
事件がありました。しかし、最も苦労した事件
としては、申すまでもなく、神栖市におけるヒ
素による健康被害等責任裁定申請事件（申請3 ：
平成 18年７月）でした。 
 この事件は平

．．
成５
．

年頃、何者かによって神栖
市におけるいけすの埋立てに際し、戦時中 
に旧陸軍の毒ガス兵器原料として製造されてい
たヒ素化合物であるジフェニールアルシン酸
（DPAA）が、生コンクリートに混入されて地
中に埋設されたところ、コンクリート塊から
DPAA が溶け出して地中に浸透し、これが地
下水の流れに乗って周辺地域に拡散し、住民が
飲用に使用していた井戸水に混じり込み、住民
に健康被害を生じさせました。これに関して、
損害賠償金の支払を求めて責任裁定の申立て
がなされた、という事件でありました。 

大 内 捷 司 
元 公害等調整委員会委員長（平成 19.7～24.6) 
元 札幌高等裁判所長官 

 

1 伊賀市産業廃棄物処分場水質汚濁防止等調停申請事件（平成 17 年（調）第１号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/igashi.html 

2 和歌山県美浜町における椿山ダム放流水漁業被害原因裁定申請事件（平成 18 年（ゲ）第 1 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/wakayama.html 

3 神栖市におけるヒ素による健康被害等責任裁定申請事件（平成 18 年（セ）第 2 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/kamisu_hiso.html 
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 裁定委員会の裁定は、茨城県に対し水質汚濁
防止法上の監視義務に反し、住民にヒ素汚染の
事実を公表しなかった点で、同法上の公表義務
にも違反し、損害賠償責任は免れないという判
断をしたものであります。健康被害の原因物質
であった DPAA が住民の飲用井戸に到達した
因果関係の認定や住民の健康被害の認定の問
題、国や県の法的責任の判断、健康被害による
損害額の認定、それらの各論点について、極め
て難しい判断が求められました。 
 この事案では、公害紛争処理の原点である被
害者救済の視点に立ち返って、公調委としての
責任を果たすことができたのではないかと思っ
ておる次第です。 

 
■職権調査を尽くす事件処理 
富越  私の印象に残る事件として、寝屋川市
における廃棄物処理施設からの大気汚染による
健康被害原因裁定申請事件 4（申請：平成 23年
３月）があります。 
 事案としては、大阪の寝屋川市で、田畑を一
部残して周辺に住宅街が展開している地域に、
廃プラスチック処理工場と関係４市の一部事務
組合によるリサイクル施設ができたことを発端
に起きた事件です。廃プラスチック処理工場は、
容器リサイクル協会における製品化事業として
廃プラスチックを温めて形あるものにする過程
で臭いが出る作業を行う工場で、リサイクル施
設は、一部事務組合が作った施設で、廃プラス
チックのペットボトル等の貯蔵圧縮を行う施設
です。この２者を相手にして、この地域に居住
していた住民から、排気中に有害な有機物質が
含まれているとして、皮膚の炎症とか、のど・
鼻の粘膜刺激症状、神経系の機能障害など、か
なりいろいろな障害が出ているということで、

                                                 

原因裁定の申請があった事件でありました。 
 特徴的なのは、この申立ての以前に訴訟が起
こされておりまして、ほぼ同じ主張を前提にし
た差止請求訴訟で敗訴しているというものでし
た。訴訟での解決に納得できないで行政 ADR
を申し立ててきた事件でありました。基本的に
訴訟との関係でいいますと、申立人の一部は前
訴に関わっていなかった点もあったり、前訴に
おける被害は前訴訟段階における被害であって、
原因裁定の申立てをしてきている被害は、現在
進行中の被害だということになると考えれば、
二重訴訟にはならないだろうということで、事
件を着々と進めていたというものです 
 私が受けた頃には、現地調査を行うという方
向性は決まっていたわけですけれども、現地調
査というのが簡単なものなのかと思ったら、結
構大変な話で、まず空気中に有機物がどれだけ
排出されているかということから、それが被害
者のところに届いているか。それとの因果関係
ということで、気象調査から、大気の採取分析
という細かい作業を行っていたところでありま
した。実際に金額を確認したわけではありませ
んけれども、たしか当時それなりの予算を使用
して調査を行ったという話だったと思います。
裁判事務と比べたときにこれが一つの驚きでし
た。 
 更に驚きというのは、先ほど申し上げました
ように、一旦訴訟で結論が出ていたが、社会的
に紛争が解決していない、むしろ職権調査を求
めてやってきていたところが、非常に驚きであ
ったわけです。 
 このほか、島原市における養豚場等からのし
尿による水質汚濁被害原因裁定申請事件 5（申
請：平成 23年３月）という事件もありました。
こちらの事案でも相当の費用をかけて、非常に
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4 寝屋川市における廃棄物処理施設からの大気汚染による健康被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 2 号・平
成 24 年（ゲ）第 2・9 号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/neyagawa.html 

5 島原市における養豚場等からのし尿による水質汚濁被害原因裁定申請事件（平成 23 年（ゲ）第 4 号）
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/shimabara.html 
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きちんとした科学的知見に基づいた調査が行わ
れていたのが印象的でした。 
 これらの事件を通して抱いた感想は、民事訴
訟であれば、当事者の費用負担でやるべきとこ
ろを、かなりのお金をかけて国がやっている。
その理由は何だろうかということでした。後で
お話が出るかとは思いますが、結局そこのとこ
ろは、公害を国家としてどう見ていくのかとい
う問題につながっていくのだという印象を持っ
た次第です。 

 

■類似地域を探し、騒音を体験 
荒井  私は、現に事件をまだ担当しているこ
ともありますし、まだ３年しかたっていないこ
ともありまして、お二人のようにかなり大きな
事件で、本格的な調査を尽くして判断に至る事
件は、まだほとんどない状態であります。 
 比較的大きな事件としては、調停でございま
すけれども、東京国際空港航空機騒音調停申請
事件 6（申請：平成 28 年９月）があります。
これは、需要の拡大に対応するために国が羽田
空港の従来の航路を変更することとしたのです
が、これに伴って、近い上空を飛ぶことになっ
た京浜島の事業主たちが、その騒音がひどくな
るので、新航路の滑走路の供用制限等を求めた
調停です。これは富越前委員長から引き継いだ
案件であります。 
 これは、その計画段階で飛行を止めようとし
ているものですので、実際に計画実施の段階で、
どの程度の騒音になるのかが分からない。想定
ではいろいろ議論されていても、それが実際に
どの程度日常生活、あるいはその工場・事業所
での仕事に影響を及ぼすのか分からない状況で
したので、どの程度の音になるのかを調査する
ために、全国で空港から同じような位置関係に
ある場所を探してもらいまして、伊丹空港の近

隣で同じような距離関係にある場所に、実際に
担当メンバーで出向いて行って、そこで離発着
する飛行機の騒音をじかに体験し、騒音測定も
いたしまして、どの程度の騒音になるのかを体
験してまいりました。 
 この体験を踏まえてその後も調整を重ね、最
終的に、新航路の滑走路の供用制限は求めない
が、その代わり、実施に移された場合にどの程
度の騒音になるのかを、国交省で騒音測定のモ
ニタリングをして情報提供するなどといった内
容で、令和２年１月に調停が成立いたしました。 
 このほか、現在係属中の事件ですけれども、
自動車排出ガスによって気管支ぜんそくに

罹患
り か ん

したと主張する患者たちが申請人となっ
て、国・環境省と自動車メーカー７社を相手に
損害賠償と医療費助成制度の創設などを求め
る調停事件や、工場から排出されたエタノール
によって増殖したカビによって、隣接する申請
人の事業所の外壁に異常な黒ずみが発生したと
して、責任裁定を求める案件があります。後者
の事件は、公調委が持っている専門的知見を活
用して判断する公調委らしい事件だと思われ、
今、精力的に専門委員からもお話を伺いながら、
事案の解明に努めているところでございます。 
 

職権調査の在り方 
 

事務局長  先ほど、富越先生からお話がござ
いましたが、公害等調整委員会が行う裁定につ
いては、職権調査が広く行われているところで
す。この職権調査は、ある意味、裁定制度の特
色ともいえるものだと考えておりますが、この
職権調査の在り方をどのように考えていくべき
か、お考えを伺えればと思います。 
 
大内  公調委の役割としては、基本的に公害

6 東京国際空港航空機騒音調停申請事件（平成 28年（調）第 10号事件） 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/activity/tokyokokusaikuukou_souon.html 



公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 

による被害者の救済を行うところにあるのでは
ないかと思うのです。私が担当した神栖事件に
ついても、その意義を強く感じた次第です。こ
の事件では、因果関係が不明とされていた住民
の健康被害について、地下水の流れとか、健康
被害の医学的な解明とか、全て職権調査を尽く
さなければ解明できなかった事案だろうと思っ
ております。 
 一般の民事訴訟であれば、当事者の立証責任
が大きな壁になってしまうわけですが、公調委
の手続におきましては、職権による調査を尽く
して、救済されるべき被害者を確実に救済する
役割を果たすことができるわけです。そういう
意味では、公調委の公害紛争処理手続において
は、積極的な職権発動が大変大事な役割になる
のではないかと思うわけです。 
 そして、この被害者救済の観点とも関連する
わけですが、公調委では当事者の提出証拠のみ
ならず、職権による事実調査を行って、真相究
明に尽力することが、その役割として大いに期
待されているところであります。当事者の主張
に疑問があれば、積極的に求釈明を行って証拠
の提出を促し、そして公害の発生原因や被害の
実情について、専門的・科学的な解明が必要な
場合には、その分野の専門家を専門委員に選任
し、職権による調査を委託することができるわ
けです。そのような役割を果たすことによって、
公調委に求められている公正で科学的な調査と、
それに基づく判断、これが公害紛争処理に当た
って極めて重要な役割を果たしてきたのではな
いかと考えられるわけです。 
 公調委は、社会的に求められている役割を、
このような積極的な職権発動によって果たして
いくことが極めて大切な事柄ではないか、と考
えている次第です。 
 
事務局長  ありがとうございます。富越先生、
いかがでしょうか。先ほども言及されていまし
たけれども。 

富越  今、大内 元委員長がお話されたとお
りで、被害者救済が一番ですけれども、そもそ
も私自身は、当事者主義に非常になじんでいた
ものですから、もちろん被害者救済のために当
事者主義の例外が作られているわけですけれど
も、その根源が結局どこから来ているのか。国
費を使うという積極的な根拠は何なのかという
ことに関心がありました。 
 現実の場面では、多額の費用を使ったけれど
も、結果的に申立人の思っているような因果関
係が認められないということも生じてきます。
ですから、結果的には被害者救済につながって
いない場合もあるのですけれども、救済の可能
性があるなら調べるということになります。そ
こら辺のところも含めて、国民の税金を民事紛
争解決に使う根拠は何なのかということを考え
ておりました。 

  
富 越 和 厚 

前 公害等調整委員会委員長（平成 24.7～29.6) 
元 東京高等裁判所長官 

 

■職権調査の根源とは 
富越  職権調査を当事者主義の例外という
観点から考えてみますと、御存じのとおり、当
事者主義では、まず、判断は申立ての範囲を超
えられない（不告不理）、審理の範囲は当事者
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の申立てによるという処分権主義の原則があり
ますが、この原則は、責任裁定手続では維持さ
れているようです。次に、当事者主義には、請
求の理由付けとしての言い分（主張）も当事者
に任される弁論主義がありますが、職権証拠調
べとしての職権調査を積極的に評価することで、
処分権主義、弁論主義も修正を迫られるのでは
ないかと考えました。 
 職権調査をした結果、当事者が言っていなか
った事情が分かってしまった場合に、職権調査
をした結果を紛争解決に考慮することになると、
弁論主義に影響してくることになります。 
 更に、証拠調べの結果、申立人が求めていな
い結論がでたときに、これを考慮するとなると、
処分権主義の例外を認めることになりそうです
が、まさに原因裁定では、それに近い構造が見
えます（公害紛争処理法第 42 条の 30 7）。 
 では、当事者間の民事紛争である公害につい
て、国の紛争解決機関が民訴法の原則から離れ
てまで介入していく根拠は何なのかというと、
先ほど大内元委員長が指摘した被害者救済と
いうことになりますが、なぜ公害紛争について
特別な対応をするのかといえば、公害がパブリ
ックコンサーン、国家として関心を持つべき事
項だということだろうと思うわけです。この観
点を進めれば、公害被害が発生していないが、
そのおそれがあるのだとすれば、救済の対象に
取り込むという理屈がでてくるのだろうという
ことになります。 
 更に、当事者間の民事紛争の解決に税金を使
うことの根拠としても、まさにパブリックコン
サーンであるような公害だからだという議論に
なりそうです。そうすると、どのような事態を
公害として、受理し、審理するのか、公害等調
整委員会として扱うべき公害の範囲を広くみて
いくのか、狭くみていくのかという問題にも突

                                                 

き当たってくるような気がいたします。 
公害の定義は環境基本法第２条第３項に規

定されていますが、国の機関が公金を使って介
入する特別な事態だと考えると、相応の縛りが
出てくるだろうと思いますけれども、パブリッ
クコンサーンとしての公害排除、環境保全とい
う観点からは、公害に該当する以上、広く救済
すべしとの立場もありえるでしょう。事案ごと
の判断ということではありますが、公調委とし
ての判断基準はいかにあるべきかという根本的
な問題であるとの印象を持ったところです。 
 
荒井  先ほど、大内元委員長がおっしゃった

御意見は、公調委の基本的な、拠
よ
って立つ考

え方だろうと思うところです。そうした被害者
救済を、公共的な立場から、事案を解明し、原
因を突き詰めて救済を図ることが必要なわけで
すけれども、ただ、最近の都市型の、近隣紛争
的な紛争の場合に、どこまでそういうことをや
るのか、今、富越前委員長が言われた問題意識
とつながるところだと思うのですけれども、徹
底した科学的な解明までしなければならない事
案なのかどうか。もちろん、小規模な事件であ
っても被害者がいるわけですので、その解明と
解決が必要ですけれども、そのためにどれだけ
の精度を持って職権調査をしていくのかについ
ては、程度の問題は出てくるのではないかとい
う気もしているところです。事件のサイズと言
いましょうか、先ほど御紹介いただいた神栖の
事件のような大がかりなものについては、かな
りの国費を投入しても解決しなければならない
ものだろうと思いますけれども、もう少し小規
模のものについて、仮に、その事案の解明にか
なりの専門的な調査が必要で、外部委託が必要
だとなった場合に、どこまでやったらいいのか
は、事件を担当していく中で、ときどき悩まし
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いと思うことがあります。 
 これからの公調委のありようを考えた場合に、
事件のサイズに見合った調査の在り方について
も、いろいろなバリエーションがあってもいい
のではないかということを最近よく感じている
ところなので、この点についても、お二人のお
考えをお聞きしたいと思ったところです。いか
がでしょうか。 

 
■職権調査の現代的課題 
大内  いや、まさにそこが、現代的な課題だ
ろうと思います。ただ、公調委ができて、もう
48 年の歴史があるわけです。その公害紛争処
理の歴史の中で築いてきた確固とした実績とい
いますか、それは我々の組織の基本的な役割と
して、今後とも果たしていかなければならない
のではないかと思うわけです。 
 ただ、いろいろな行政機関で、例えば消費者
保護などの分野においては、消費者保護のため
に、それぞれ専門家を集めて、科学的な調査を
尽くして、行政上の勧告を行うようなことが行
われています。 
 だから、いずれにせよ、社会的にその問題が
解決されなければならないとされているときに、
どの機関がそれに対して取り組んでいくのかが
問われるのだろうと思いますので、公調委とし
ましては、公害という基本的な視点に立った上
で、その役割を果たしていく必要があるのだろ
うと思う次第です。 
 
富越  私は今、弁護士登録したものですから、
弁護士に対して公害紛争処理制度について講
演をする機会があります。そのときに、使い勝
手がいい制度ですよと、宣伝するわけですが、
弁護士として一番関心を持つのは、自分の事件
について調査してもらえるという、そこが一番
大きいのです。こちらとしては使い勝手がいい
ですし、うまくすると、ただで調査してもらえ
ますよと言いますけれども、ただし、公害性の

認定は相当難しい点がありますから、何でもか
んでもというわけにいきませんと話をした記憶
があります。だから、そこのところは本当に、
どんな被害を救済すべきなのかという点へリン
クしてくる問題かなと思います。 
 それと、もう１点付け加えておきますが、今、
大内元委員長から指摘がありました、行政ADR
の話です。私が感じたのは、例えばアスベスト
問題というのは、工場の中のアスベスト被害だ
と、これは労災事件ですよね。ところが、工場
の窓からアスベストが流れ出して近隣に行くと、
これは公害になるのですよね。そうすると、そ
ういった場合の割り切り方はそれでいいのだろ
うかと、あるいはアスベスト問題という大きな
くくりでもって、例えば公調委が扱うというよ
うな制度設計ができないのだろうかと思うこと
がありました。行政 ADR 自体が今、縦割りに
なり過ぎているのではないかと印象を持ったこ
とがあります。これは、全く別な論点ですけれ
ども、印象の話として申し上げておきたいと思
います。 
 

 
富越  先ほど当事者主義の話をしましたが、
職権主義と当事者主義の差が一番際立ってく
るのは、原因裁定嘱託ですよね。 
 裁判所はまさに当事者主義の世界で主張整
理をして、公調委に因果関係について調査して
くれと投げてくる。公調委では、職権調査によ
ってこれを調べて、それを今度はまた当事者主
義の世界に投げ返すわけです。非常に面白いエ

ピソードとして御紹介すると、ある事件で撚糸
ね ん し

工場の撚糸機械からブーンという音が聞こえる
らしいのです。裁判所では非常に丁寧に主張整
理をした上で、原因裁定の嘱託事項としては、
低周波音が発生しているかどうか、低周波が原
告側に到達しているかどうかという内容でした。

原因裁定嘱託 
～当事者主義と職権主義～ 
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ところが実際に調査を行ってみると、低周波音
も含まれてはいるものの卓越したものではなく、
可聴音の低い音だった。それで結局、主文とし
ては、低周波音は到達していないという主文に
なったのです。このような事案を見ていると、
裁判所は当事者の主張に拘束されて、公調委に
原因裁定の嘱託をしてくると、公調委としては、
職権調査で真の紛争原因を把握しても、処分権
主義の部分を動かせませんから、低周波音では
ないという意見になるのですけれど、そこら辺
で原因裁定の嘱託は、当事者主義と職権主義の
間の非常に興味深い部分だなという気がしてい
ました。 

 
■原因裁定の嘱託内容 
富越  もう一言、感想になりますが、原因裁
定嘱託というのは、原因と結果との因果関係の
判断を頼まれるわけですよね。そうすると結果
の部分が健康被害となれば、詰まるところ医療
問題になってしまいます。ところが、結果の発
生の順序としては、その前に公害の原因の被害
者への到達があります。例えば先ほどの寝屋川
事件でいえば、有機物を含んだ廃ガスと健康被
害との因果関係の前に、排ガスが一定程度の濃
度で出ているかどうか、それが風に乗って流れ
て到達しているかどうかということが先行しま
す。これは、外形的な調査になってきて、それ
によって生じる健康被害となると、また一段階
違うわけですよね。そうすると、原因裁定嘱託
というときに、原因と結果との調査をワンパッ
クで嘱託されると時間がかかってしまうので、
原因物質が発生して、それが到達しているかど
うかだけの原因裁定嘱託というのも認めたらど
うかと思ったことがありました。 
 
荒井  原因裁定嘱託については、嘱託内容、
つまり判断する内容が多くなれば当然時間もか
かりますから、嘱託する裁判所と公調委で、今
お話のあったことも含めて、裁判所のニーズを

聞いて対応することも必要ではないか、もっと
両者でキャッチボールをしていく必要があるの
ではないか、と内部で議論しているところです。 
 

 
事務局長  冒頭にも、先生方からお話がござ
いましたけれども、産業型公害から、近隣の生
活環境型と申しましょうか、日常生活に密着し
た公害への事件の変化ということ、これを踏ま
えて、どういう形で我々の仕事を考えていくか
という問題、その中で職権調査の問題、どうい
うものが適切で、どういう場合にそういう職権
調査を行うべきかという議論にも絡んでくるの
かと思ったところでございます。 
 公調委による事件処理、過去には、いろいろ
な産業型公害を扱って、大きな社会的反響を呼
んだ部分もございますし、また、この 50 年の
歴史の中で、個々の事件の解決を通じて、いろ
いろな意味で社会に影響を与えてきた部分があ
るかと思います。この公調委の事件処理が、ど
う社会に影響を与えたのかという観点で、先生
方の御意見を伺えればと思います。 
 
大内  近年の環境意識の高まりから、都市型
生活型の紛争が増加しておりまして、相隣関係
の紛争というほかないような事例も、たくさん
取り上げられるようになってきているわけです。
また、低周波音による紛争だとか、あるいは電
磁波に関する紛争だとか、廃棄物の処理に関す
る紛争だとか、主張される公害の対応も極めて
多様化してきておるわけです。これらの紛争に
ついても、一部に典型公害に含まれる紛争が含
まれていれば、我々は全体として、その紛争全
体を取り上げて、紛争解決の対象として取り扱
ってきたわけですけれども、そういう社会のニ
ーズに対応した柔軟な運用も、大変大切ではな
いかと思われるわけです。 

公害等調整委員会の 
事件処理が社会に与えた影響 
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 ただ、これらの最近の事件傾向に対応して、
私たちの事件処理に臨む姿勢にも留意しなけれ
ばならない課題が幾つかあるように思うわけで
す。例えば、本人申請の事件が多く見られるよ
うになるわけです。そういう当事者に対する、
手続に臨む準備の問題だとか、手続を分かりや
すく説明して、理解を得られるようにする努力
だとか、円滑な手続の運営だとか、極めて難し
い課題に我々は迫られているわけです。現地期
日を開催するような取組も、その一環かと思い
ます。 
 また、当事者の申請はなくても職権によって、
騒音、低周波音の測定だとか、化学物質の分析
だとか、水質、土壌汚染の調査だとか、必要な
事件調査も尽くさなければならないわけです。
そういう活動に関して、より前向きに取り組ん
でいく必要があるのではないかと考えておる次
第です。 
 
富越  公害として救済すべきだという事件に
ついて、公調委はかなりの権限を持っている。
権限を持っているということは、ある意味では、
権限を行使すべき義務があるとも言えます。税
金は公平に使われるべきですから、ある人は救
済され、ある人は救済されないというようなこ
とはおかしいわけです。そうなると公害として
受理され、救済されるべき事件について全力を
尽くすことしかないのではないかという気がし
ています。ありきたりの結論になってしまいま
すけれども、そんな印象を持っております。 
 
事務局長  荒井委員長、いかがでしょうか。 
 
荒井  私も、お二人がお話しされたとおりだ
と思います。公調委の社会的役割に関連して、
最近の広報の取組についても少し触れたいと思
います。この公害紛争処理制度を幅広く知って
もらって、利用してもらうための活動、これは
お二人の先輩委員長がずっと取り組んできてい

ただいたことだと思います。 
本座談会が掲載されるこの『ちょうせい』を

通じて、地方自治体に様々な情報をフィードバ
ックすることもそうですし、公調委のホームペ
ージを充実させて、一般の人が何か困ったこと
があったときに、公調委に相談しようとか、あ
るいは公害紛争処理制度を利用しようというこ
とを考えてもらえるようなホームページの工夫
を、最近特に精力的に取り組んでいるところで
す。実際に公調委に係属する事件自体は多くは
ないですが、大半の環境紛争に関するトラブル
は、市区町村で行っている公害苦情相談のプロ
セスの中で、ほとんどのものが早期に解決して
おります。そういう制度があって、市区町村の
公害苦情の相談窓口に行けば、何とかしてもら
えることを知ってもらうことの広報活動も、更
に力を入れていきたいと思っているところでご
ざいます。 

 
 荒 井  勉 

公害等調整委員会委員長（平成 29.7～現在) 
元 福岡高等裁判所長官 
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感覚公害の対応の難しさ 
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荒井  最近、事件処理を行っていて感じるの
は、被害者の被害意識がかなり強いケースが多
いということです。感受性といいましょうか、
騒音、振動、悪臭などを申請人は感じるのだけ
れども、客観的な数値では測れないような部分
がある。そういう場合に、しかし本人は悩み苦
しんでいる場合に、どう対処していったらいい
のかと、悩ましく思います。 
 恐らく、これは昔ならば感じなかったような
ことが、環境が良くなってきた反面として、非
常に小さな音でも感じるようになってしまう。
感受性というか感性が強くなっているといいま
しょうか、センシティブになっているのではな
いかと思うわけです。そういう場合は、受忍限
度の考え方で従来の基準でいくと違法とはいえ
ませんよという形で対処しがちになるわけです
が、これから先、公調委の役割として、そうい
うことをどの程度救済していったらいいのか、
今後も更にそういう傾向が強まっていくのでは
ないかという気がするものですから、そこら辺に
ついて、お二人がどんなふうに感じておられるか、
お聞きできれば有り難いと思っております。 
 
富越  今、荒井委員長の指摘された問題で、
難しいと感じたのは、被害感受性の高まりが一
般的、客観的な裏付けを持った受忍限度の変化
を意味する場合と個人の個別事情による思い込
みによる場合との区別です。確かに環境が良く
なったので、感受性が高まったということもあ
るだろうけれども、被害者の心身の状態や様々
な事情・背景によって、余計に感受性が高まっ
ている場合もあり得ます。感受性が高まって、
耐える限度が落ちてくるのは、いろいろな要素
があり得るとも思われます。苦痛が被害者に帰
責できない被害者の個性によるものなら、救済
は否定されないような気がします。 
 その中で、公調委として公害として扱ってい

くとなると、それはどういう基準でもって公害
被害と判断していくかいうことです。とても難
しい問題だという気がしました。最初の受付の
段階で判断するのではなくて、医学的な、その
専門性を持っている委員の意見を聞くなり何な
りして、整理していくしかないのかという気が
します。いずれにしても非常に難しい問題だと
いう印象を持ちました。 
 
事務局長  大内先生、今の点いかがでござい
ましょうか。 
 
大内  御指摘のような事案は、私が担当した
事案の中では、低周波音被害についてそのこと
を強く感じたわけです。結局のところ、我々か
ら見ると低周波音によって被害を受けるとは全
然思えない程度の影響であっても、事件の被害
者、当事者は大変日常的に苦しんでおるような
苦情を訴えられる。それをどういう基準で我々
は臨まなければならないかというところだと思
うのですね。 
 ただ、結局のところは、公的な立場としては
科学的な解明を尽くして、科学的に明らかにな
った基準を最低限度おさえておく必要があると
思います。この程度ならば被害を訴えることも
あり得ると想定できる水準の被害と、それが到
底考えられないような、気持ちの問題として受
け取らざるを得ないような水準の被害とは、区
別して扱うしかないわけです。例えば、物理的
には低周波音は届いていないと言わざるを得な
いようなものは、科学的に解明して、それは結
局のところ、幾ら測定しても影響が出ていると
は言えませんよということで、けじめはつけな
ければいけないのだろうと思うのです。 
 低周波音に限らず、いろいろな分野で、そう
いった類似の問題は出ようかと思うのですけれ
ども、我々の拠って立つ基盤は、科学的な基準
をよりどころにするほかないのではないかと考
える次第です。 



公害紛争処理制度「平成の時代から令和の時代へ」 
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相 馬 清 貴 
（公害等調整委員会事務局長) 

 

公害紛争処理制度の運営に 
関する提言 

 
事務局長  ありがとうございました。多岐に
わたる非常に有益な御意見をうかがってきたと
ころです。 
 さて、今後の公害紛争処理制度の運営に関し
て、改めて御意見をお願いできればと思います。
今、公害紛争処理制度が創設されて 50年たっ
たところでございます。今後、先ほどの公害の
質的な変化という観点も当然ございますけれど
も、紛争処理制度の運営に関して、こういうと
ころを中心に考えていくべきだ、こういうとこ
ろは見直した方が良いのではないか、そのよう
な御意見がございましたら、お伺いできればと
思います。 
 
大内  大体今までお話ししたところで尽きて
いる気はいたしますが、事務局のスタッフの問
題にせよ、専門委員による科学的調査の問題に
せよ、それぞれの分野の英知をかき集めて、公
調委としての機能の中に反映させていくのが基
本的な姿勢ではないかと思うのです。現在、担

当している皆さん方には、大変悩ましい課題だ
とは思いますけれども、そういう意味で、科学
的な調査や判断を前提として、それを当事者に
返してあげていく。結局、現在の科学で解明で
きるのは、ここまでであると、それを超えるも
のについては、我々としても不知と言わざるを
得ないと。だけれども、科学的に解明できた範
囲では、きちんと救済していくような姿勢が求
められるのではないかと思います。 
 
事務局長  なるほど。富越先生、改めて伺い
ますが。 
 
富越  まず基本的に、現在のこの公調委の組
織機能という観点から見ると、私は、かなりう
まくやっているなという印象を持っています。
ですから、何か積極的にこうすべきということ
は特には思いつきませんけれども、非常に努力
してうまくやっていただいている気がしていま
す。 
 ただ、今後の問題ということになると、また
公害が近隣紛争になってきたとしても、それを
どういう形でまとめていくのか。それから、更
に公害の概念をもう少し広げてもいいのか。特
に調停では、おそれ公害という議論になってく
ると、「おそれ」の扱いについてもこれからき
っちり議論しなければいけないところも出てく
るのではないかという気がしています。 
 いずれにしても、制度の在り方からしてみれ
ば、公害の概念を中心にしながら、広げるもの
は広げるというところかと印象を持っています。 
 
事務局長  ありがとうございます。荒井委員
長はいかがでしょうか。 
 
荒井  冒頭の事務局長の説明にもありました
が、最近の『ちょうせい』の特集で平成時代の
当委員会の活動を振り返る機会がございました。
そうしますと、これまで小田急騒音事件、スパ



 

イクタイヤ事件、豊島産廃事件、大内元委員長
が担当された神栖ヒ素事件を始めとする多くの
事件で、公調委がしっかりとその役割を果たし
てきたことを改めて痛感し、後に続く私たちも
その時代に求められる要請に的確に応えて、そ
の役割を果たしていかなければならないとの思
いを新たにしたところでございます。 
そういう観点からも、本日のお二人からのア

ドバイスを本当にありがたく拝聴した次第でご
ざいます。公害紛争のありようが時代によって
変化し、昔は産業型公害だった紛争が、今は生
活環境型になってきているわけですが、それが
この先、どんなふうに変容していくのかという
将来予測などもしなければいけないことだろう
と思っているところです。そういう流れで、今
富越前委員長が言われた公害の概念をどう考え
ていくのか、もう少し広げていく必要があるの
かという問題が、出てくるのかと思います。 
 令和 4年には、公調委の創設から 50周年と
いう大きな節目を迎えます。今日いろいろと伺
った貴重な御意見を参考にして、時代に即応し
た公調委の在り方を模索していかなければなら

ないと思っております。 
 また、裁判所に原因裁定嘱託制度をもっと知
っていただくための広報活動を始めとして、公
害紛争処理制度を広く一般に周知を図るため
の広報活動を引き続き力を入れるとともに、こ
の制度を国民に利用してもらいやすくするため
の工夫や活動を続けていきたいと考えておりま
す。今後の公調委がどういう役割を果たしてい
ったらいいのかについて、更にいろいろな方か
ら御意見を伺いながら、検討を進めてまいりた
いと思っておりますので、今後ともいろいろと
アドバイスを頂ければと思います。よろしくお
願いいたします。 
 
事務局長  長時間にわたる御議論、ありがと
うございました。そろそろ、予定されたお時間
となりましたので、座談会を終了させていただ
きます。先生方には今後とも引き続き御指導、
御鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上
げます。 
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 令和元年度公害苦情調査結果報告 

  
 

 

 

 公害等調整委員会事務局 

 

 
はじめに 
各都道府県及び市町村（特別区を含む。）に

は、住民からの公害に関する苦情を処理するた
め、「公害苦情相談窓口」が設置されている。 
公害等調整委員会事務局では、全国の「公

害苦情相談窓口」における令和元年度の公害
苦情の受付・処理状況について、令和２年 12
月に取りまとめ、公表したので、その概要を
報告する。 
 

１ 全国の公害苦情新規受付件数 
（１）公害苦情受付件数 

令和元年度に新規に受け付けた公害苦情の受
付件数（以下「公害苦情受付件数」という。）は
70,458 件で、前年度に比べ 3,655 件の増加（対
前年度比＋5.5％）となっている（図１）。 
公害苦情受付件数は、平成 19 年度以降減少

を続けてきたが、令和元年度は 13 年ぶりに増
加に転じた（図１）。 

 
 

 
図１ 全国の公害苦情受付件数の推移  
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（２）典型７公害及び典型７公害以外の 

公害苦情受付件数 

公害苦情受付件数のうち「典型７公害 1」は、
46,555 件（公害苦情受付件数の 66.1％）と前年
度に比べ 1,101 件減少（対前年度比▲2.3％）し
た（図２）。 

 また、「典型７公害以外 2」は、23,903件（公
害苦情受付件数の 33.9％）と前年度に比べ
4,756 件増加（対前年度比＋24.8％）となった
（図２、表１）。 
 

 

 
図２ 典型７公害及び典型７公害以外の公害苦情受付件数の推移 

（平成 30年度・令和元年度） 
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表１ 典型７公害及び典型７公害以外の公害苦情受付件数の推移 

 

（単位：件）

合　計 公害苦情
受付件数

構成比
（％）

対前年度
増 減 数

対前年度
増 減 率

公害苦情
受付件数

構成比
（％）

対前年度
増 減 数

対前年度
増 減 率

a b (b/a*100) （％） c (c/a*100) （％）

平成21年度 81,632 56,665 69.4 -3,038 -5.1 24,967 30.6 -1,566 -5.9 

22 80,095 54,845 68.5 -1,820 -3.2 25,250 31.5 283 1.1 

23 80,051 54,453 68.0 -392 -0.7 25,598 32.0 348 1.4 

24 80,000 54,377 68.0 -76 -0.1 25,623 32.0 25 0.1 

25 76,958 53,039 68.9 -1,338 -2.5 23,919 31.1 -1,704 -6.7 

26 74,785 51,912 69.4 -1,127 -2.1 22,873 30.6 -1,046 -4.4 

27 72,461 50,677 69.9 -1,235 -2.4 21,784 30.1 -1,089 -4.8 

28 70,047 48,840 69.7 -1,837 -3.6 21,207 30.3 -577 -2.6 

29 68,115 47,437 69.6 -1,403 -2.9 20,678 30.4 -529 -2.5 

30 66,803 47,656 71.3 219 0.5 19,147 28.7 -1,531 -7.4 

令和元年度 70,458 46,555 66.1 -1,101 -2.3 23,903 33.9 4,756 24.8 

典 型 ７ 公 害 典型７公害以外

年　度

  
                             

 
1 典型７公害：「大気汚染」「水質汚濁」「土壌汚染」「騒音」「振動」「地盤沈下」及び「悪臭」 
2 典型７公害以外：「廃棄物投棄」及び「その他」 
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２ 公害の種類別公害苦情受付件数 
典型７公害の公害苦情受付件数（46,555件）

の内訳を公害の種類別にみると、「騒音」が
15,434 件（33.2％）と最も多く、次いで「大気
汚染」が 14,317 件（30.8％）、「悪臭」が 9,349
件（20.1％）、「水質汚濁」が 5,505 件（11.8％）、
 

「振動」が 1,743 件（3.7％）、「土壌汚染」が
186 件（0.4％）、「地盤沈下」が 21 件（0.0％）
となっており、上位３つの公害（「騒音」「、大気汚染」
及び「悪臭」）で全体の約８割を占めている（図３、
図４）。 

 

図３ 典型７公害の種類別、公害苦情受付件数の推移 
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注）「騒音」と「振動」は、昭和51年度以前の調査においては、「騒音・振動」としてまとめて集計していた。

 

 
図４ 典型７公害の種類別、公害苦情受付件数 
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３ 主な発生原因別の公害苦情受付
件数 

公害苦情受付件数（70,458 件）を主な発生原
因 3別にみると、｢焼却（野焼き）｣の 12,085件
（17.2％）が最も多く、次いで「工事・建設作
業」が 10,428件（14.8％）､「廃棄物投棄」が

9,352件（13.3％）となっている（図５）。 
公害苦情の主な発生原因について、その発生

源 4をみると、「焼却（野焼き）」では「個人」
（67.6％）が、｢工事・建設作業｣では｢建設業｣
（85.6％）がそれぞれ最も多くなっている（図
６）。 

 
図５ 主な発生原因別、公害苦情受付件数 
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図６ 公害の発生源（焼却（野焼き）、工事・建設作業） 
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その他合計, 10.0%
【焼却（野焼き）】

個人, 2.3%

製造業, 1.9%
その他合計, 10.2%

【工事・建設作業】

                             

 
3 主な発生原因の区分は、「焼却（施設）」「産業用機械作動」「産業排水」「流出・漏洩」「工事・建設作業」「飲食店営業」「カラ
オケ」「移動発生源（自動車運行）」「移動発生源（鉄道運行）」「移動発生源（航空機運航）」「廃棄物投棄」「家庭生活（機器）」
「家庭生活（ペット）」「家庭生活（その他）」「焼却（野焼き）」「自然系」「その他」及び「不明」の 18種類 

4 発生源の区分は、「個人」、「会社・事業所」、「その他」及び「不明」の４種類 
さらに、「会社・事業所」については、産業別に「農業、林業」「漁業」「鉱業、採石業、砂利採取業」「建設業」「製造業」
「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金融業、保険業」「不動産業、物品賃貸
業」「学術研究、専門・技術サービス業」「宿泊業、飲食サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」「教育、学習支援業」「医
療、福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」「公務（他に分類されるものを除く）」及び「分類不能
の産業」の 20 種類の細区分 
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４ 被害の種類別公害苦情受付件数 
公害苦情受付件数の 70,458 件について被害

の種類別にみると、「感覚的・心理的」被害が
49,653 件（70.5％）と最も多くなっている（図
７）。 

公害の種類別に、「感覚的・心理的」被害があ
った件数の割合をみると、「騒音」が 94.3％と
最も高く、次いで「振動」が 92.4％、「悪臭」
が 88.9％となっている（図８）。 

 
 

 
図７ 被害の種類別、公害苦情受付件数 

49,653 件(70.5%)

3,625 件(5.1%)
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その他

（件）

 

 

 
図８ 公害の種類別、「感覚的・心理的」被害の件数の割合 
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５ 全国の公害苦情取扱件数及び 
処理件数 

（１）公害苦情取扱件数 

令和元年度の公害苦情の取扱件数は 75,476
件で、前年度に比べ 3,988 件の増加（対前年度

比＋5.6％）となった。その内訳は、令和元年度
の新規受付が 70,458 件で、前年度からの繰越
が 5,018 件となっている（図９）。 
 

 

 
図９ 全国の公害苦情の取扱件数の推移（平成 30年度・令和元年度） 

66,803件 70,458件

4,685件 5,018件
71,488件

75,476件

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成30年度 令和元年度

(件) 前年度からの繰越

新規受付

 

（２）処理 5別件数 

令和元年度内に全国の地方公共団体の公害
苦情相談窓口で、直接処理 6が完了した公害苦
情件数（以下「直接処理件数」という。）は、
前年度に比べ 2,152件増加（対前年度比＋3.6％）
し 62,098 件（令和元年度の取扱件数の 82.3％）

に、他の機関へ移送した件数は前年度に比べ
1,301 件増加（対前年度比＋89.1％）し 2,761
件（3.7％）に、翌年度への繰越件数は前年度に
比べ 77 件減少（対前年度比▲1.5％）し 4,965
件（6.6％）となった（図 10）。 
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図 10 公害苦情の処理区分別件数の割合 

直接処理, 62,098 件, 
82.3%

他の機関へ移送,
2,761 件, 3.7%

翌年度へ繰越, 
4,965 件, 6.6%

その他, 
5,652 件, 7.5%

5 処理の区分は、「直接処理」「他の機関へ移送」「翌年度へ繰越」及び「その他」の４種類 
6 直接処理とは、加害行為又は被害の原因が消滅した、苦情申立人が納得したなど、苦情が解消したと認められる状況に至るまで地方
公共団体が措置を講じたことをいう。 



 

（３）令和元年度と平成元年度の直接処理
に要した期間の比較 

令和元年度の直接処理件数（62,098 件）のう
ち、「１週間以内」に処理した割合は 71.4％で
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あり、平成元年度の同期間に処理した割合が
48.1％であったことと比べると、処理期間が短
くなったことが見てとれる（図 11）。

  
図 11 直接処理件数において苦情の処理に要した期間が１週間以内の割合 

１週間以内, 48.1%

１週間超, 51.9%

平成元年度 
69,484件 

１週間以内, 71.4%

１週間超, 28.6%

令和元年度 
62,098件 

 

６ 典型７公害の直接処理に要した
期間 
典型７公害の直接処理件数（42,121件）を処

理に要した期間別にみると、「１週間以内」が
27,987 件（典型７公害の直接処理件数の
66.4％）、「１週間超～１か月以内」が 3,586 件
（同 8.5％）、「１か月超～３か月以内」が 2,374
件（同 5.6％）「３か、 月超～６か月以内」が 4,742

件（同 11.3％）、「６か月超～１年以内」が 2,131
件（同 5.1％）、「１年超」が 1,301 件（同 3.1％）
となっている（図 12）。 
公害の種類別に、１週間以内に直接処理され

た件数の割合をみると、「騒音」及び「振動」に
おいて１週間以内に直接処理した割合が他の公
害に比べて低くなっており、処理に長期間を要
することが見てとれる（図 13）。 
 

図 12 苦情の処理に要した期間別典型７公害の直接処理件数の割合 
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図 13 典型７公害の種類別、１週間以内に処理された割合 
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７ 処理方法別典型７公害の直接 
処理件数 
典型７公害の直接処理件数（42,121件）を処

理方法 7別にみると、「発生源側に対する行政指
導が中心」が 26,969 件（64.0％）と最も多く、

次いで「原因の調査が中心」が 9,620件（22.8％）、
「申立人に対する説得が中心」が 1,785 件
（4.2％）、「当事者間の話合いが中心」が 828 件
（2.0％）となっている（図 14）。 

 

 

 
図 14 処理方法別典型７公害の直接処理件数 
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828件, 2.0%

その他, 2,919件, 6.9%

典型７公害の
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42,121件

                             

 
7 処理方法の区分は、｢発生源側に対する指導が中心｣｢当事者間の話合いが中心｣｢申立人に対する説得が中心｣｢原因の調査が中心｣及び
｢その他｣の５種類 
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８ 公害苦情処理担当の職員数 
令和元年度末（令和２年３月 31 日）現在、

47都道府県及び 1,741市町村（特別区を含む。）
の計1,788自治体で公害苦情の処理を担当して
いる職員（以下「公害苦情担当職員」という。）
の数は前年度と比べて微増となり、10,924 人

（専任 166 人、兼任 10,758 人）となっている
（図 15）。 
また、公害苦情担当者が１人以下である地方

自治体は、345自治体（全自治体の 19.3％）と
なっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年度公害苦情調査結果報告 

ちょうせい　第104号（令和３年２月）　23

 
図 15 公害苦情処理担当職員数の推移（平成 30年度・令和元年度） 
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おわりに 
調査結果報告書の全体版については、公害等

調整委員会のホームページに掲載しているので、
御活用いただきたい。 

 

 
公害等調整委員会ホームページ 
「令和元年度公害苦情調査」 
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/knowledge
/report/kujyou-r1_index.html 
 

 

＜本調査の問い合わせ先＞ 
公害等調整委員会事務局総務課調査研究係 
TEL：03-3581-9956 

 

https://www.soumu.go.jp/kouchoi/knowledge/report/kujyou-r1_index.html
https://www.soumu.go.jp/kouchoi/knowledge/report/kujyou-r1_index.html
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皆さんは、「広島市」と聞いて、どのような
イメージを抱かれるでしょうか。 
多くの方が、人類史上初めて核兵器（原子爆

弾）により被爆した都市として、核兵器のない
世界の実現に向けて平和の大切さを発信し続け
ている「平和都市」をイメージされると思われ
ます。 
現在、広島市は中国・四国地方で最大の人口

を有する政令指定都市です。広島県西部に位置
し、面積 907㎢に約 120万人の市民が生活して
います。 

この都市づくりの起源は、1589年に毛利
も う り

輝元
てるもと

が太田川により形成された三角州に広島城を築
いたことに遡ります。 
市街地には瀬戸内海に至る６本の河川が縦断

しており、そこに数多くの橋が架かっています。
美しい川の流れと、それに調和した都市景観よ
り「水の都ひろしま」とも呼ばれています。 
文化面ではスポーツが盛んな土地柄であり、

広島東洋カープ（野球）やサンフレッチェ広島
（サッカー）を始めとする多くのプロスポーツ
球団があります。また、食文化としては、「お
好み焼き」や「もみじ饅頭」などの名物が全国
に知られています。 

 
広島市民のソウルフード「お好み焼き」 

さらに、工業都市としても知られ、製造品出
荷額の市町村順位は全国 10位で、市内にはマツ
ダ株式会社を始め、数多くの製造業の工場が存
在します。 

 
本市の公害苦情の相談窓口は、市内中心部に

位置する市役所本庁舎にある環境局環境保全課
が行っています。課員は 21 名で、そのうち 20
名が公害苦情相談員として相談業務に従事して
います。また、公害苦情相談業務のほかに、大
気や水質の常時監視、各種環境法令に関する届
出の受理及び環境影響評価に関することなどを
行っています。 
苦情相談に基づき現地調査・指導を実施する

件数は、例年約 300件に上り、令和元年度に現
地調査・指導を実施した公害苦情は 343件でし
た。この中で最も多かったのは騒音に関する苦
情で 159 件の相談があり、次いで水質汚濁 83
件、悪臭 37件と続きました。 

 
最初に、本市の公害苦情の特徴と最近の傾向

について御紹介します。 
一つ目は、水質汚濁に係る苦情の割合が多い

ことです。全国の令和元年度の典型７公害の受
付件数は、騒音、大気汚染、悪臭、水質汚濁の
順となっていますが、広島市では騒音の次に水
質汚濁が多くなっています。これは、市内に６
本の河川が縦断していることや市民の水への関
心の高さに起因していると思われます。 
二つ目は、工業地域内の住宅からの騒音や悪

臭苦情が毎年一定件数あることです。本市では、
かつて市内中心部に数多くの工場がまとまって
存在していましたが、街の発展に連れて工場の
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多くが移転や廃業となり、その跡地が住宅地に
変わっていきました。その結果、残った工場に
隣接して数多くの住宅が存在することとなり、
これらの苦情に繋がっていると思われます。 
三つ目は、工事により発生する硫化水素臭の

苦情があることです。これは、広島市が市の中
心を流れる太田川の河口の三角州の上に形成さ
れた地であることが理由であると思われます。
また、工事の振動苦情を指導するとき、工事業
者から広島は地盤が緩いため揺れやすいという
こともよく聞きます。これも、三角州の上に形
成された地の宿命かもしれません。 
一方で、市内に多くのお好み焼き店がありま

すが、これについての臭気苦情は、ほとんどあ
りません。これは、広島市民にとってお好み焼
きがソウルフードとして根付いていており、そ
の臭いが苦情には結びつかないためかもしれま
せん。 
 
次に、最近寄せられる公害苦情の変化につい

て少し御紹介します。  
一つ目は、苦情の申立方法の変化です。従来

は、電話や来課されての申立てでしたが、近年
では電子メールによる申立てが非常に増加して
います。電子メールによる文字のみでの相談者
とのやり取りでは、細かなニュアンスの伝達が
難しく、その対応に苦慮する場合も少なくあり
ません。 
二つ目は、当事者である相談者にしか知覚で

きない苦情の増加です。騒音、振動、低周波音
などの各種測定を行っても、本人の知覚と測定
結果が一致しないことがあります。このような
苦情は、相談者の健康チェックを含め、関係機
関と連携して解決を目指すこともあります。 
三つ目は、生活騒音等の近隣問題による苦情、

いわゆる「御近所トラブル」に関する相談の増
加です。行政として直接介入することが難しい
場合が大半で、できることは限られますが、そ
のような場合でも解決を図るべく、苦情の申立

者に現況を把握してもらうため、騒音計や振動
計の貸出しや、地元の自治会を通じた発生源者
に対する解決手段の提案などをしています。ま
た、民事案件について相談を受け、場合によっ
ては無料の法律相談などを案内する本市の組織
である市民相談センターを紹介することも行っ
ています。 
さらに、今年の特徴的な苦情として、コロナ

禍に起因するものが挙げられます。「工事の騒
音や振動によりテレワークが邪魔される。」「自
粛期間終了後の飲食店からの臭いが気になる。」
などといった苦情が寄せられています。 

 
こうした様々な公害苦情の相談に対して、必

ずしも相談者が納得する形で終わらない場合が
あるのが現状で、生活様式や取り巻く環境の変
化に伴い、今後も新しい形の苦情が発生してい
くと思われます。そのような中、全ての問題を
解決することはできないかもしれませんが、当
課だけではなく関係機関と横断的に連携を図る
などして、可能な限り相談者に納得いただける
ような対応をすることにより、市民の健全で快
適な生活環境の保全を目指していきたいと思い
ます。 
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ネットワーク／がんばってまーす 

 
 
 
 
 

 

 

 まず初めに、当市の概要について簡単に説明
させていただきます。 
当市は、岩手県の西部にある北上川流域の北

上平野のほぼ中央に位置しており、北上川と

和賀川
わ が が わ

が合流する肥よくな土地に美しい田園地
帯が広がっています。古くから交通の要衝とし
て栄え、国道 4 号、JR 東北本線の南北幹線と、
国道 107号、JR北上線の東西幹線が交差して旧
来の市の骨格はつくられてきました。その後、
東北縦貫自動車道、東北新幹線などの高速交通
体系も整備され、平成 9年度には東北横断自動
車道秋田線の全線が開通し、東北の十字路とし
て発展してきました。また、観光としましては、

日本さくら名所 100 選にも選ばれている「展
てん

勝地
しょうち

公園」を始め、夏の「北上・みちのく芸能

まつり」、日本屈指の積雪量を誇る「夏油
げ と う

高原
スキー場」等、年間を通して様々な見どころが
あります。 
また、来年度は３市町村合併による市制施行

30周年、展勝地公園開園 100周年、第 60回北
上・みちのく芸能まつりと記念の年になります。
コロナ禍で先行きが不透明な状態ではあります
が、機会があれば是非お越しください。 

 
さて、当市の業務体制に目を向けると、公害

関係業務は係長以下３名と会計年度任用職員１
名で行っており、苦情件数は年間 40件程度で推
移しています。自然が多い町ですので、悪臭や
野焼きの苦情等が多く寄せられていましたが、
近年は多数の企業の進出に伴い、集合住宅等の

建設が続き、騒音の苦情も多くなってきていま
す。公害苦情というと、多くは住民の良好な生
活環境が損なわれ起こるものですが、様々なケ
ースに対応していくうちに、苦情の根底は、当
事者同士の人間関係がうまく構築されていない
ことに起因する、他者への不満から始まってい
るケースが多いように見受けられます。今回は
このような事例を中心に御紹介させていただき
ます。 

 
夏油高原スキー場 

 
まず、一つ目は、飲食店からの騒音・悪臭の

苦情です。当該店舗は、当市の繁華街の一角の
既存建屋を活用し新規に入店した店舗であり、
苦情内容としては、苦情申立者宅との距離が近
いことから、店舗内の話し声や BGM、室外機の
音、朝のごみの収集時の作業音などといった騒
音と、調理に伴う油臭を始めとした悪臭による
ものでした。先輩職員と現場を確認すると、確
かに隣家との距離はわずかな空間しかなく、問
題解決の道のりは大変険しそうだと思ったこと
を今でも覚えています。現地に設置されていた

 

ネットワーク 

がんばってまーす 

公害苦情の解決は人間関係の構築から 

岩手県北上市生活環境部環境政策課主任 
千葉
ち ば

 貴
たかあき
明 
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施設を一通り確認したところ、店舗に設置され
ていた空調機は岩手県条例に抵触する規模のも
のであったため、早急に届出を行うよう指導を
行い、併せて敷地境界線上の基準を遵守するよ
う防音壁等の対策も行うよう指示しました。ま
た、臭いについても排気口の位置が低く、建屋
周辺に滞留しているような状態でしたので、高
さや向き等を検討してもらうよう指示を行いま
した。その後、経営者と更に話をしていくと、
営業開始までに周辺住民に一度も挨拶をしてい
ないような現状が見えてきました。これを聞い
た先輩職員は、住民とのコミュニケーション不
足を指摘し、これを改善することによって、苦
情が収まる可能性についても事業者に説明して
いました。当時の私は、不満を持つ者同士が顔
を合わせたら、ますます関係が悪化するのでは
ないかと思ったものですが、意外とそうではな
かったのです。 
その後、事業者側の対策で室外機の周辺には

防音壁が設置され、店内の BGM も極力下げら
れる等の企業努力も行っていただきましたが、
残念ながら苦情は数回続きました。この段階に
おいても、事業者側では未だ近隣住民に会えて
いない旨を説明されていたため、再度、先輩職
員は真摯に向き合ってコミュニケーションをと
ってほしい旨を丁寧に伝えていました。事業者
側にも辛抱強く向き合っていただいたかいもあ
り、最終的には苦情申立者と直接お会いするこ
とができ、話をする機会が生まれたことで、そ
れ以降は苦情が一切来なくなりました。公害苦
情の中には、今回のように少しコミュニケーシ
ョンをとるだけで、ここまで反応が異なるケー
スがあるものかと驚かされたのを今でも鮮明に
覚えています。 

 
二つ目のケースとしては、宅地造成等におけ

る騒音苦情が挙げられます。近年、市内には多
数の企業の進出に伴い、アパートやマンション
のような集合住宅のほか、住宅団地の造成等が

盛んに行われています。造成が行われる地域で
は、事前に事業者が地元住民に対して工期等の
説明を行ったり、チラシを配ってスタートする
という流れが大多数なのですが、決まって苦情
が来るのは、事前の説明を受けていないという
方からです。特に、夜間勤務の方で、説明会に
参加できなかった方や、チラシを確認する余裕
がなかった方が多く、苦情の電話での話しぶり
では事業者に対してかなり不満を持っているこ
とが多いという印象です。このようなケースも、
事業者において法に定める届出漏れがないかを
聞き取ることから始まりますが、大多数の事業
者は法令を遵守して作業を行っているのが現状
です。そのため、行政側でも強い指導ができな
いことから、作業音は苦情の申立て前と変わら
ないことが多く、案件が長期化するのが大多数
です。その中でも苦情申立者の住所等をお伝え
できるケースでは、事業者側の真摯な対応によ
り、苦情の電話が少なくなる傾向にあります。
このことからも、公害苦情は公害そのものに悩
んでいるのは確かなのですが、事業者への不満
や不信感を取り除いてあげれば、ある程度許容
できる範囲が広くなると学ばされた事例でもあ
ります。 

 
長文にわたり案件を二つ記載させていただき

ましたが、公害苦情は他の自治体の皆様も感じ
ているとおり、法で規制できないことが大多数
です。また、苦情の多くは苦情申立者と原因者
双方の人間関係が余りうまくいっていないこと
から始まっているように見受けられます。まず
は、苦情申立者の一番困っていることを把握す
ること、そしてその根底にある思いをしっかり
酌み取ってあげることが大事なのかもしれませ
ん。 
最後になりますが、今後も様々な案件を通じ

て、自分なりの考え方や解決までのスタイルを
確立し、市民のより良い暮らしを守れるような
職員を目指し日々邁進していきたいと思います。 
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 坂井市は福井県の北部に位置し、南北約 17㎞
東西約 32㎞に及ぶ東西に長い行政区域で、豊か
な自然環境、輝かしい歴史・伝統文化、恵まれ
た産業基盤を活かしながら、平成 18 年３月 20
日に坂井郡の三国町・丸岡町・春江町・坂井町
の４町が合併して誕生しました。 
 本市の人口は、令和２年３月末現在では
91,069 人、世帯数は 32,147 世帯となっていま
す。 
本市の南部には福井県と岐阜県の境を源流と

する九頭
く ず りゅうがわ

竜川 が、北部には山間部の森林地域
を源流とする竹田川が流れ、九頭竜川河口域で
合流して日本海に注ぎ込んでいます。中部には
福井県随一の穀倉地帯である広大な坂井平野が
広がり、西部には砂丘地及び丘陵地が広がって
います。 
市内には、県を代表する国指定名勝及び天然

記念物の「東尋坊
とうじんぼう

」や、北前
きたまえ

船
ぶね
交易による繁栄

の面影が町並みに残る「三国
み く にみなと

湊 」、昭和 25年
に国の重要文化財に指定された「丸岡城」など、
多くの観光名所を有しています。また明智光秀
が門前で 10年間暮らしたといわれる「

しょう
称 念寺

ね ん じ

」があり、光秀が開いた連歌会の費用を、妻が
自身の髪を売って工面したという黒髪伝説が、
後の松尾芭蕉の句「月さびよ明智が妻の

はなし
咄 せ

む」とともに残されています。 
坂井市に立地する三国湊は、江戸時代に北前

船の寄港地となるなど、古くから三津七
さんしんしち

湊
そう
（日

本最古の海洋法規集『廻船
かいせん

式目
しきもく

』に日本の十大
港湾として記されている三津・七湊の港湾都市
の総称）として繁栄してきました。平成 29年４

、 月には、函館市や秋田市、新潟市などが申請し
た北前船の寄港地・船主集落でのストーリーが、
「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北
前船の寄港地・船主集落～」として日本遺産に
認定され、平成 30年５月には、江戸時代から明
治時代にかけて北前船によって繁栄した三国湊
にある 19 件の歴史文化が日本遺産の構成文化
財として認定されました。 

 
海から見た三国湊 

 
 私が所属している環境推進課では、公害以外
にも、犬や猫、空き地の雑草などの生活環境に
関する苦情相談を受け付けています。特に空き
地の雑草苦情では、民事上の案件ではあります
が、相談者が土地所有者を把握していないため、
当課が相談者に代わり、土地所有者に対して草
刈依頼の通知を出している現状です。 
このような生活環境に関する苦情件数は、令

和元年度には 78件寄せられ、そのうち、野焼き
に関する苦情が最も多く、次いで水質汚濁に関
するものになります。 

 

ネットワーク 

関係機関との連携の大切さ 

福井県坂井市産業環境部環境推進課主査 
佐藤
さとう

 貴史
たかし
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 福井県では、平成 30年２月上旬に積雪 146㎝
の豪雪被害に見舞われました。主要幹線道路で
ある国道では、隣接するあわら市から坂井市に
かけて約 1,500 台の車が立ち往生しました。こ
の豪雪により雪に埋もれた車の中での死者も発
生しました。 
 今回、この豪雪期間直前に発生した水質汚濁
（油流出）の事例について御紹介します。豪雪
被害が発生する前日は、路面が圧雪により凍結
したことでタンクローリー車がスリップし、横
転事故が発生しました。発生当時は積載重油の
漏れは確認できませんでしたが、クレーン車に
よる引上げ作業の際に漏れが確認されたため、
消防士が土のう

．．．
とオイルマットを使用し、水路

内での封じ込め作業を実施しました。その作業
完了後すぐにクレーン車による引上げ作業を再
開したところ、横転した際に破損した箇所から
大量に積載重油が漏れ始めました。流出した重
油については、その日のうちに油回収業者によ
る回収を始めました。しかし、夜間作業中に気
温が低下し作業が困難になったため途中で打切
りとなりました。翌日に回収作業を引き続き行
う予定でしたが、豪雪により現場に近づくこと
が困難となり実施できませんでした。事故業者
から市に対し、オイルマット又はオイルフェン
スの設置及び水路法面の土の入替えを実施する
と報告がありました。その後も油回収業者によ
る作業を手配しましたが、豪雪被害の影響で作
業車を現場まで向かわせることができず、作業
の再開は、回収作業開始から 12日も経過した日
となってしまいました。それまでの間、県から
市としての対応（水路管理者は土地改良合同事
務所管理）を聞かれたり、オイルマット設置個
所から油膜の漏れが確認され、消防士により新
たに土のう及びオイルマットの設置が行われた
りしました。回収作業再開後に事故業者、水路
管理者、県、消防を交えた対策検討会を開催し、
その中で事故業者から、作業するための重機と
誘導員が豪雪被害の対応で不足しており確保が

困難であるため、作業を実施できないとの説明
がありました。その後、事故業者が重機、誘導
員などの確保を行い法面に付着した重油及び水
路での回収作業を実施しましたが、横転場所付
近の田んぼの土壌や水路側溝の内側に重油が入
り込んでおり、撤去作業後も油の流出が続きま
した。また、事故業者による土壌中の油分調査
が行われ、油が含まれている範囲の特定をし、
土砂の入替が実施されました。土砂入替工事の
実施により、油の流出が確認できる日が少なく
なりました。事故発生から土砂入替工事完了ま
で１年以上を要しました。 
 事故発生直後には事故業者、消防などが対応
を行いましたが、その後豪雪被害が起こり、作
業自体が困難な状況になりました。私が過去に
対応した事案の中では、重油流出の案件はなく、
初めての経験でした。今回の重油流出事案を通
じて大切だと思ったことは、業者や消防などの
関係機関との連携を密にして対応していくこと
です。豪雪被害により流出重油の当日全量回収
ができない状況に陥りましたが、下流への流出
を防ぐため、事故業者との連携を密に行ったこ
とで、作業が再開できるまでの間、流出防止の
対応を行うことができました。 
 油流出は、暖房器具の灯油類流出や車両事故
由来による流出など、原因は多岐に亘ります。
ときには鉄バクテリア由来のかなけ水

．．．．
の場合も

あります。どの場合であっても、関係機関との
連携を密にして対応し、迅速に下流への流出を
防止することが大切であると思います。 
 コロナ禍で、ニューノーマルが浸透していく
中、苦情相談の内容も変化していくと考えられ
ます。課内、課外、関係機関との連携を大事に
して、変化した苦情相談にも対応していきたい
と考えています。 
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座談会「保育所等と騒音問題」 
 音環境・音響デザイン、公害苦情相談の専門家、少子化対策担当官が 
 保育所等を巡る騒音問題、保育施設の音環境の確保、新型コロナ禍での新たな問題
 について語り合い、問題の解決のアプローチを探る。 
 （令和２年 12 月 11 日実施） 
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船場ひさお 
●こどものための音環境 
デザイン代表理事 

●横浜国立大学地域連携
推進機構客員教授 

 
高田 正幸 

●九州大学大学院 
芸術工学研究院准教授 

●福岡県公害審査会委員 

 
松島 貢 

●日本騒音制御工学会 
事務局長 

●元千葉市環境局 
環境情報センター所長 

泉 聡子 
●内閣府子ども･子育て本部 
参事官(少子化対策担当) 

  
相馬 清貴 

総務省公害等調整委員会
事務局長 

●

 

はじめに 
 

相馬  本日は本座談会に御参加いただきま
して、ありがとうございます。 
 まず、本日の座談会の趣旨を申し上げます。
国として少子化対策を進める中で、保育所等
の増設が大きな課題になっています。その一
方で、保育施設の周辺に居住する方から、保育
施設から出される音について様々な苦情等が
寄せられているという話もあるようです。 
 この問題には様々な背景があると思われま
すが、保育施設とその周辺環境において騒音
として扱われる問題について、どのように考
えるべきなのか。また、どういった解決策があ
るのかという辺りについて御議論をお願いで
きればと思っております。 
 それでは、最初に、議論を始めるに当たり、
政府の少子化対策の現状について内閣府子ど
も・子育て本部の泉参事官から御説明をお願
いしたいと思います。 
 

政府の少子化対策の現状 
 

泉  政府の少子化対策の現状について簡単
に御説明させていただきます。 

■日本の人口構造 

 日本の人口構造は、2019 年の総人口が１億
2,617 万人で、65 歳以上が 28.4％、年少人口
が 12.1％となっています。2060 年には、人口
推計で約 2.6 人に１人が 65 歳以上、４人に１
人が 75歳以上の社会という、かなり少子高齢
化が進んでいく状況が見込まれています。 
 
■出生数及び合計特殊出生率 

 出生数については、2019 年は 86 万 5,239 人
と、初めて 90 万人を下回り、第２次ベビーブ
ームの団塊ジュニア世代の出生数 200 万人の
半分以下という状況になっております。 
 また、合計特殊出生率は、2000年代前半と比
べると近年は上昇傾向にありましたが、直近で
は前年比で低下して 1.36 となっております。 
 この、少子化の主な要因は、未婚化・晩婚化、
それから有配偶出生率、いわゆる結婚したカ
ップルの間で生まれてくる子供の数の低下が
あります。特に未婚化・晩婚化の影響が大きく、
直近のデータでは男性の４人に１人、女性の
７人に１人は 50歳時でも未婚という状況にな
っています。 
 



 

■夫婦の平均理想子供数 

 そして、結婚したカップルのお子さんの数
も近年は２人を割るようになってきている状
況です。 
 未婚の方も結婚された方も、平均して２人程
度の子供を持ちたいという希望は持っていら
っしゃるのですけれども、経済的理由や年齢・
身体的理由のほか、育児の肉体的・精神的な負
担などの理由で、子供の数に関する希望がかな
えられていないという状況でございます。 
 理想の数の子供を持たない理由については、
仕事への差し支え、育児の心理的・身体的負担、
夫の家事・育児への協力が得られない、そして、
子供が伸び伸びと育つ社会環境ではないから
といった声もございます。 
 
■少子化社会対策大綱 

 政府では令和２年５月に少子化社会対策大
綱を閣議決定しており、少子化の背景にある、
個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻
む様々な隘路を打破していくというスタンスで
少子化対策を行っていくこととしております。 
 そのポイントとして、ライフステージに応
じた総合的な少子化対策を進めるため、結婚、
妊娠・出産、両立支援、経済的支援のほか、待
機児童解消、保育の受け皿の確保などが盛り
込まれております。 
 
■待機児童解消・保育の受け皿確保 

 待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大
については、2013年からの５年間に「待機児童
解消加速化プラン」で 50 万人の保育の受け皿
を確保し、更に 2018年から 2020年度末までの
３年間で約 32 万人の受け皿を整備するとして
います（｢子育て安心プラン｣）。令和２年４月
時点の待機児童数は１万 2,439 人で、調査の開
始以来最少の結果となっているところです。 
 今後は、全体の受け皿を整備していくだけで
なく、それぞれの地域の特性に応じた施策の重

点化・強化も行うこととしており、人口増加率
が高い自治体については引き続き保育の受け
皿の整備を進め、人口が減っているけれども待
機児童数が増加している自治体は、保育提供区
域ごとの整備計画の見直しを行うほか、保育コ
ンシェルジュや巡回バスなどを使ったマッチ
ングを実施していくこととしています。また、
待機児童数の約８割は１、２歳となっているの
で、小規模保育事業の活用とか、保育士確保の
対策などの取組を行うこととしています。この
ほか、人口減少地域の保育の在り方についても
別途検討することになっております。 
 今後は、できるだけ早く待機児童の解消を
目指すとともに、女性（25 歳～44 歳）の就業
率の上昇に対応していくために、更なる保育
の受け皿の確保をしていくこととしており、
2021 年度から 2024 年度末までの４年間に更
に 14万人分の受け皿を整備していくことにな
っております（「新子育て安心プラン」）。 
 
■地域・社会による子育て支援 

 それから、地域・社会による子育て支援とい
うことで、特に子ども・子育て支援として、一
時預かり事業や、ファミリー・サポート・セン
ター事業のほか、子育て中の親子が気軽に集
まり、交流や子育ての不安や悩みの相談がで
きる場を提供する「地域子育て支援拠点」の整
備も進めております。地域子育て支援拠点は、
令和元年度で 7,500 か所以上に上っています。 
 それから、シニア層などの参画を促すことで、
世代間の交流や、地域における子育ての担い手
の多様化も進めていくことにしております。 
 私からの説明は以上でございます。 
 

 
相馬  それでは、議論に入っていきたいと
思います。騒音は、公害の中でも最も件数が多

保育所等の騒音問題は現代的
な問題 
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いものですが、松島先生は、保育所等の騒音問
題について今まで見聞きしたことはありまし
たでしょうか。 
松島  私がまだ市役所で現役だった頃は、
保育施設の日常活動による騒音問題はさほど
多くありませんでした。苦情があったのは、運
動会だとか学芸会のような特別なイベントの
ときと記憶しています。 
 どちらかといえば、保育施設は、地域の中で
ある程度受け入れられていたと思います。昨今
の保育施設の建設に伴って、騒音が問題として
大きな反対が起こるということは驚きでした。 
相馬  そういう意味では、「保育所等の騒音
問題」というのは、かなり現代的な問題だと考
えていいのでしょうか。 
高田  私は、福岡市内の保育施設に協力い
ただいて調査を行っています。今まで調査の
対象としてきた保育施設は、設立されて数十
年たっている、地域になじんだ施設なのです
が、周りに高層住宅などが建ち始めて、後から
入ってきた住民の方から保育施設の音がうる
さいと言ってくるといった状況が見られます
ので、都市化も背景の一つとなっているよう
に感じます。そういう意味では、現代的な問題
として捉えられるのではないかと思います。 
船場  ここ 10年ぐらいの間にできた保育施
設を調査しておりますと、ほぼ 100％何らかの
音の悩みを抱えているようです。近隣との間
で騒音が問題になっていなくても、園長先生
や保育士の皆さんが本当に気を遣って保育に
当たっているという印象です。 
 運動会などの季節のイベントももちろんで
すが、日常的な園庭での遊びとか、特に夏のプ
ール遊びのようなものですと、実際に測って
みると確かに賑やかではあるのですが、いろ
いろ気を付けていらっしゃいます。 
音に関する問題を抱えている保育施設に伺

ってみると、周りがみんな反対しているとか、
文句を言っているというわけでは決してなく

て、ある特定の方が文句をおっしゃっている
ということが多いのが実情かと思います。 
 やはり騒音問題で反対されて「保育園の新
設が中止になりました」というような報道を
たくさん見聞きすると、余計に「そうか、うる
さいと言っていいのか。」といった感じで、少
し問題を大きくされてしまっている面もある
のかと思ったりします。 

 
ふな ば
船  場  ひさお 

●一般社団法人 こどものための音環境デザイン
代表理事 
横浜国立大学地域連携推進機構 客員教授 
博士（芸術工学） 
保育士 
専門：音環境のユニバーサルデザイン 

 

騒音は感じ方という面も 
 

相馬  騒音は、測定によって物理的に確認
されるものもありますが、一方で、非常に感覚
的なものでもあると言われます。 
 保育所等の騒音問題についても、そういう
感覚的な面が大きいと考えてよいのでしょう
か。 
松島  保育施設の騒音苦情は、行政が受け
付ける苦情の中では、件数が少ない方だと思
っています。やはり騒音苦情といえば、工場や
建設作業に関するものが主であって、保育施
設の苦情はその中で年間数件程度です。以前、
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全国の政令指定都市に対し、過去５年間の保
育施設関係の騒音苦情に関する簡単なアンケ
ートを行いました。その当時は 20 の政令市で
したが、苦情件数は年間で 10 から 20 件程度
でした。５年間トータルでも 80件程度に過ぎ
ませんでした。 
 ただし、苦情という形で行政に上がってき
ますと、それこそ工場や建設作業などのよう
に騒音の低減で解決するものではなく、子供
たちの育成環境に配慮しつつ、申立者の要望
に添った対応を迫られるため、地方公共団体
からすると、かなり苦慮する部類の苦情です。 
相馬  高田先生、改めてですが、「保育所等
の騒音問題」というのは、今、松島先生からお
話がありましたように、騒音の中では、どちら
かといえばマイナーな問題だというふうに考
えるべきなのか、その辺も含めてお願いでき
ますか。 
高田  騒音問題という意味では、私が福岡
県の公害審査会で苦情として出てくる案件を
ざっと拝見する限りでは、保育施設が原因の
苦情というのは余り出てきていないという実
感がございます。そういった意味では、地域の
中で生じる騒音問題としてはマイナーなのか
もしれませんが、保育施設周辺の住民からす
ると、四六時中そういった音を聞く可能性が
あるので、そこが人によって感じ方が違うと
いうことにつながっているのかと思います。 
 騒音問題という意味では、件数から見れば
マイナーかもしれませんが、それをマイナー
と片付けてしまって良いかどうかは別の問題
かと思います。 
相馬  これまで見聞きした中では、どうい
う方が苦情を言っているという印象を受けら
れたでしょうか。 
高田  こういう方がという特徴は把握でき
ていませんが、言ってくる方は言ってくると
いうことを考えれば、ひょっとすると騒音に
対する感受性が高い方なのかもしれません。

そういった方は、恐らく保育施設の音だけで
はなく、違う音に対しても敏感で、あらゆる音
に対して苦情を言うという可能性もあるので
はないかと思います。 
松島  私見ですが、保育施設の苦情を申し
立てられるのは、旦那さんと奥様のお二人で
お住まいになっていて、お宅にお伺いすると、
家の中が静かで、外から入ってくる音が気に
なるようなお宅が多いと感じました。 
 そういった方からの話ですが、自分たちの
子供もあそこの幼稚園に通っていたが、当時
は騒音なんか気にならなかった。けれども、奥
様とお二人だけになってみると容認できなく
なってしまった。このような、ちょっと不思議
な話を聞いたことがあります。 
 そのほかには、夜勤をされていて、昼間はど
うしても御自宅でお休みにならなければなら
ない、そういった方にとってみると、子供たち
の声というのは気になるようでした。 
相馬  今、松島先生から、子育てから遠のい
て当事者意識を持ち得ない人の方が苦情を言
う傾向はあるかもしれないという話がありま
したけれど、船場先生その辺いかがでしょう
か。 
船場  実は昨日、横浜のとある保育園で、ま
さに今、１件だけすごく苦情をおっしゃって
いる方がいるという現場を訪ねてきたところ
なのですが、そこは今松島さんがおっしゃっ
ていたとおりの、やはり 70 代の御夫婦で、昔
は子供さんも育てていたので、お孫さんもい
らっしゃるはずなのですけれども、今は耐え
られないということでしたので、そういった
傾向はあり得るのかと思います。 
 

保育施設が地域から孤立化 
している？ 

 
相馬  以前であれば、コミュニティーがし
っかりしている地域では、保育施設と住民と



 

の間のつながりは結構密接だった面もあると
思うのですが、いわゆる都市化の中で、エリア
によっては、保育施設が孤立しているような
印象もありますが、いかがでしょうか。 
船場  おっしゃるとおりだと思います。一
方で騒音問題のおそれがあるために、ここ 10
年ぐらいで新設された保育施設は、高架下や
幹線道路沿いといった、昔なら保育園をつく
らなかったような場所にどんどんつくられて
います。園庭のないような保育園もすごく多
くなってきているので、外からでは一見して、
保育施設に見えないようなところが増えてい
て、余計地域と接する機会がなくなっている
のではないかと思うのです。 
相馬  非常に興味深い話ですね。高田先生、
保育施設の数を増やそうという施策がある中
で、いろいろな類型の保育施設が法律によっ
て認められるようになっていて、保育施設に
よっては、十分な防音対策がされていないと
ころもあるというふうに理解してよろしいで
しょうか。 
高田  そうですね、外に出る音に対する防
音対策という意味では、問題になる保育施設
というのは大概園庭を持っていて、そこの園
庭でお遊戯とか体操とかプールとか、子供た
ちが興奮するような、あるいは体を動かすよ
うなことをする、そういった場合に問題にな
る場合があると思うのですけれども、その音
が外に漏れないように対策するというのは、
現実的に無理な状況だと思うのです。もし対
策をするとなると、高い壁を建てるとか、ある
いは外では活動しないとか、そういったこと
が必要になってくるので、外に対する音が漏
れないような対策をするということ自体が無
理で、現状、それはできていない状況なのだと
思います。 
相馬  そうすると、一定の音が出るという
ことを前提でやはり考えていかざるを得ない
ということでしょうか。 

高田  そうですね。今の状況では、多分、そ
ういう方向で考えざるを得ないのではないか
と思います。 
相馬  泉参事官、先ほど御説明いただきま
したけれども、政府としては、今後も保育施設
の整備・充実を図っていくという大きな方向
性があるということですよね。 
泉  令和２年 12 月に取りまとめられる「新
子育て安心プラン」においては、2021 年度か
ら 2024 年度末までの４年間で約 14 万人分の
保育の受け皿を整備することとしています。
このほか、地域の住民の方にも子育てに参画
していただくため、先ほども御説明した、担い
手の多様化といった取組も行っています。「他」
の「孫」と書いて「他孫育て」（たまごそだて）
というのですけれども、都市部では、故郷から
離れて一人で子育てしているために、いろい
ろな悩みを抱えている方がいる一方で、退職
されたシニアの方には、例えば保育園で先生
をされていたという方もいらっしゃる。シニ
アの方が御自身のバックグラウンドも生かし
ながら、地域の拠点で子育てに参画していた
だくような仕組み、その中で世代間の交流と
か支え合いが生まれるといった取組も行って
いるところです。 
 内閣府でも、地域少子化対策重点推進交付
金事業を行っておりまして、その中でも、最近
の子育ての事情なども知ってもらいながら、
シニア層を子育て支援のボランティアとして
育成して、支援を必要とする人と支援できる
人をつないでいく。それによって、例えば、伝
統行事を教えたり、地域の交流の場をつくっ
ていくということが行われています。ハード
面だけではなくて、ソフト面で周りを支えて
いくような取組というのもとても大事なのか
なと思っております。 
相馬  今、泉参事官からお話がありました
けれども、いわゆる世代間の交流を進める中
で、保育施設を地域の中で孤立させないよう
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なやり方、若しくは地域の住民が保育施設の
活動にある程度関与していくようなやり方、
そういうことも方向としてはあるのだという
お話がありました。そうなった場合、この騒音
問題の解決に当たっていい効果があると考え
られるのでしょうか。 
松島  騒音対策に関しましては、ハード的
な対策と、ソフト的な対策があると思います。
ハード面としては、窓を二重サッシにすると
か、遊具を申立者宅から離すとかなどで、ソフ
ト面は先ほど泉参事官から御紹介がありまし
たように、地域の方と保育施設の交流がその
一つになると思います。地域の方も保育施設
の運営にも関与していく。そういうことによ
ってコミュニケーションが深まって、今まで
悩ましいと思っていた子供の声が、それこそ
ほほえましい、自分が子育てした頃に戻るよ
うな感覚があったというようなこともお聞き
したこともありますし、そういったことを保
育施設側に指導したこともあります。 
高田  私どもの調査でも、保育施設で行わ
れる公開行事への参加意思があるとか、参加
経験があるといった方が、割と保育施設の新
設にポジティブな意見を持つというような知
見も得られていますので、地域の方々に、公開
行事への参加のお誘いをするとか、情報の提
供を行うことは非常に有効なのではないかと
思います。 
 私どもが調査させていただいている保育施
設も、これは設立してかなり時間がたってい
るのですが、その中で地域の皆さんに溶け込
むような努力をされていて、それが功を奏し
て、今のところは苦情といったものがある程
度抑えられているというような状況もござい
ますので、そういったソフト対策というのは、
特にハード対策が立てられない場合には有効
なのではないかと思っております。 

たか だ まさ ゆき
高  田  正  幸  

●九州大学大学院芸術工学研究院准教授 
福岡県公害審査会委員 
博士（工学） 
専門：音響デザイン学 

 
船場  ソフト面でシニア層を取り込んでい
くという話ですが、いろいろな保育施設を調
査してみると、今、一番困っているのが、早朝
や夜の預かりなのです。私はこれを耳にして
昨年保育士の資格を取りました。将来的には
近所で保育施設のお手伝いができればと思っ
ております。私のようなことを考える人を少
しでも増やしていけたらなというのも一つご
ざいます。 
 

保育の方法による音の変化 
 

船場  保育園を回ってみますと、いろいろ
な保育の方法があって、園ごとに結構違うの
です。その方法によっても音の出方がどうも
違うなというふうに感じています。 
 我々以上の世代だと、保育の方法はいわゆ
る一斉保育が一般的だと思いますが、最近で
はドイツや北欧の保育の考え方に準じて、「今
日、何々ちゃんは何がしたい？どんな遊びが
したい？」と尋ねて、子供自身に選ばせるよう
な保育のやり方というのが結構増えてきてい
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るのです。そういったやり方だと、大きな声が
出ようがないのです。歌にしても以前は「ピア
ノに合わせて大きな声で元気に歌いましょう」
という教え方だったと思うのですが、必ずし
もそれは必要ではなくて、「小さな声でもいい
から、きちんと音程を取って一緒に楽しくき
れいに歌おうね」というやり方もあるはずな
のです。 
 また、室内での音環境が落ち着いたものに
なっている園の子供たちは、園庭に出てもそ
んなに大きな声で騒がない傾向があるように
思います。そういう意味からも保育施設の音
環境の在り方は非常に重要になってきている
と感じています。広い意味でのソフト面の対
応も少しずつ変わっていったらいいなという
ふうに思っています。 
 

うるさいのは本当に子供の声
なのか？ 

 
松島  保育施設の先生方の声のことなので
すが、子供たちの声は大きくても気にならな
い。しかし、毎日、先生方が子供たちを指導す
る声が気になるという苦情がありました。現
場に行ってみますと、先生方は、子供たちを思
ったように動かさないといけないという気持
ちから、つい声が大きくなってしまう。そうす
ると、それに伴って子供たちの声も大きくな
っているようでした。そのときに、園長さんに、
「先生方の声がちょっと大きいようなのです
けれども」というようなことをお話しさせて
もらったことがありました。まさに今、船場先
生がおっしゃった内容だと思います。 
船場  あと、よく聞くのは、お迎えに来た親
御さんの話し声が気になるというのもありま
す。だから、子供の声が本当に気になっている
のかどうかは、必ずしも言えないなと思って
います。 
高田  意外と子供さんの活動に由来する音
には、お子さんだから仕方がないとか、元気で

いいねというふうに捉えてもらえると思いま
すが、お子さんの活動に由来しない音に対し
て反応するというのは、私どもの調査でも結
構出ていまして、送迎の車の音とか、先ほどお
っしゃっていた先生の声などはネガティブに
評価されていました。実際私の住んでいるマ
ンションの隣に大きな公園があって、そこで
運動会をしているのですが、お子さんが「わー
わー」言っているのは余り気にならないので
すが、メガホンでがなり立てている先生の声
がすごく気になるというような話も耳にしま
す。その辺りは少し気を付けた方がいいのか
なという実感を持っております。 
船場  運動会のときの苦情も相当数あると
思うのですが、音響機器の使い方がひどい場
合が結構あるのです。機器の調整がされてい
なかったり、使う人が慣れていなかったりす
るために、妙に大きな音を出してしまったり、
あるいは出すべきではないときに音が出てし
まったりとか。ですから、その辺を何とかでき
たらいいなと思うのです。多分、保護者の中に
は１人ぐらい音響が得意な人がいると思うの
で、そういう人に協力してもらうとか、全部保
育園の中で完結しようとしたら、それはちょ
っと無理だと思うので、そういったところに
も誰かの手を差し伸べられるようになってい
ると良いですね。 
相馬  保育施設だから子供の声だけが問題
だというだけではないということですね。も
しかしたら、場合によっては、子供の声ではな
い音の方が問題になっている可能性もあると
いうお話で、非常に興味深いところだと思い
ます。 
 

ハード面の総合的な対応 
 

相馬  さて、これまでソフト面について話
をしてきたのですが、ハード面の話を少しさ
せていただきたいと思います。 
 保育施設の騒音問題に対するハード面の対
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応としては、一般的にどういうものがあり得
ますでしょうか。 
松島  市の保育施設関係の担当者から聞い
たのですが、これまでの保育施設ですと、開放
的で、外から施設の中が見え、子供たちの活動
が手に取るように分かった。それが、最近は、
近隣との騒音問題を抱えると、防音のために
高い塀などで囲ってしまって、外から見えな
い状況を作ってしまう。そうなると見た目が
保育施設ではなくて、言葉は悪いのですが、何
かの工場といった感じがするそうです。そう
いったものは、音を低減するということでは
有効なのでしょうけれど、ただ、それでいいの
だろうかというような疑問があります。 
 ですので、室内から出てくる子供たちの声
だとか、活動に伴う音をどうやって低減する
のかと考えると、防音性の高いサッシを用い
るとか、子供が室内で活動しているときには
なるべく窓を開けないだとか、問題となる御
家庭の方には子供たちが近づかないような園
庭のレイアウトだとか、そういった総合的な
対応が必要になってくるのではないかと考え
ています。 

 
まつ しま みつぐ
松  島   貢  

●公益社団法人 日本騒音制御工学会事務局長 
元 千葉市環境局環境情報センター所長 

 

高田  苦情に上がりがちな音としては、音
量が大きな音や耳につきやすい高周波数成分
を持つ音が多いと思うのです。ホイッスルの
音もそうですし、音楽の音も、そういった音は、
結構、吸音質のものがあれば、割と外に漏れな
くて済むので、例えば、園庭の中に吸音しがち
なものを設置するとか、園舎なども少しカバ
ーしてあげるとか、そういったことでも外に
漏れ出す音というのは少し抑えられるのでは
ないかというふうに思いました。 
 

都市計画的な考え方も 
  

高田  最近では、都市部に保育施設をつく
るとなると、近くに高層住宅があったり、ある
いは逆に施設の近隣に高層住宅ができてしま
ったりします。そうすると、音が響いてしまっ
て、近隣の人たちがその音をダイレクトに聞
くような状況が発生してしまうのです。少し
大げさな話かもしれませんが、都市計画的な
考え方もあると、こういった問題が避けられ
るのではないかなと感じます。 
相馬  具体的にはどういうことでしょうか。 
高田  高層住宅が建てられるような地域と、
保育施設のあるような地域を分けるとか、保
育施設の近隣には高層住宅を建てないように
するとか、もちろん現実的な対応なのかどう
か分かりませんけれども、保育施設を新設す
る場合には、そういったことも少し考慮した
方がいいのかなとは思います。 
相馬  ある意味、用途地域を分けるという
ような発想ですね。 
船場  保育園が賑やかという面は否めない
ところがあって、今、本当に都心とか横浜とか、
まちの住宅地の中に、園庭のない保育園が造
られていて、これだけ近かったら騒音問題も
発生しますよねという部分もあって、音の専
門家から見れば、「本当にここに保育園をつく
りますか」というところにもつくられている
というのは現実としてあると思います。 
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相馬  確かに物理的な音を防ぐという観点
からは、多分いろいろな方法や考え方がある
と思います。一方で、子供の生育環境という視
点も同時に考えなければならない問題だと思
いますが、船場先生は御専門の観点からその
辺、いかがお考えでしょうか。 
船場  待機児童を解消するためにとにかく
たくさん保育施設をつくるということはすご
く理解できるのですが、やはりその一方で、子
供の生育環境としての質の問題についてはど
うなのだろうと、かなり心配になっています。 
 以前であれば、ここには保育園はつくらな
かったよねというような、大きな幹線道路沿
いにも保育施設がつくられていて、そういっ
たところでも調査をしているのですが、やは
りダンプカーの音が響くような中でお昼寝を
するとなると、どうやっても騒音を防げなく
て、当然、目を覚ましてしまうということもあ
ります。今は、騒音問題を心配して、あえて最
初からうるさいところに建てているとしか思
えないような敷地の選び方がされているので、
これはこのまま続けてはいけないのではない
かというふうに思っています。 
相馬  私が見聞きした中では、近隣住民か
らの保育施設に対する苦情で、防音壁を建て
てくれとか、子供は基本的に外に出すなとか、
ある意味かなり強い要望が出されるようなケ
ースもあるのですが、そういうケースも子供
たちの生育環境という観点からすると、いろ
いろな意味で問題を含んでいるというふうに
お考えでしょうか。 
船場  やはり今のところ、子供のためとい
うよりは、大人が預けやすいところという視
点が先に立ってしまっていて、「本当に子供の
身になって考えてみましょう」ということを

私もよくお話しするのですが、うるさいとこ
ろでも子供はそれなりに昼寝するので、寝て
いるからいいじゃないかという、そういう問
題ではないと思っています。そういうことも
あって、やはり目指すべき数値を出すべきで
はないかということで、本年６月に建築学会
から、保育施設に対する音のガイドライン 1が
出されたのですが、あえて小学校よりも静か
な 35 dB と設定されています。残響時間につ
いても 0.4 秒になっています。北欧とかドイツ
などの考え方を見てみると、乳幼児は一番大
事な時期だという思想があるのだと思います。
言葉を覚えたり、いろいろな感受性を育む本
当に大事な時期なので、特に最近は０歳から
預けますから、最高の環境を与えなければい
けない時期なのだというふうな発想があるの
です。最近の、特に都市部に新しくできている
保育施設には、それがかなっていないと思わ
れる施設も少なくないのではないかと思って
います。 
相馬  そういう意味では、まだ日本の保育
施設は、海外に比べると考えるべきものがあ
るのではないかということですね。 
船場  そうですね。海外が全てというわけ
ではないのですけれども、西欧諸国に比べた
らちょっと遅れているのではないかと思って
います。 
相馬  やはり日本とは違って、より子育て
支援を重視するような政策も一部の国ではあ
るようです。 
 例えば、行政の対応ということで、ドイツの
事例について、ベルリンのベルリン州環境侵
害防止法という法律があって、この法律では、
子供が発する音は成長の表現として保護すべ
きものであり、社会的相当性があるため、受忍
の限度内であることを明示しているという話、
それから、2011 年の同じくドイツの連邦環境

1 「日本建築学会環境基準 AIJES-S0001-2020 学校施設の音環境保全規準・設計指針」 



 

、

座談会「保育所等と騒音問題」 

ちょうせい　第104号（令和３年２月）　39

汚染防止法の改正によって、保育施設や遊戯
施設から発生する子供の騒音についての損害
賠償請求を禁止している、そういう話もある
というようなことが、一応、私どもの調べでも
あるのですが、やはりこういうふうな考え方
が基本的にはあって、ある意味、周りの人たち
はその辺を受忍しなさいというような、そう
いうコンセンサスができているような国もあ
るということでしょうね。 
松島  今のお話にあった、保育施設を保護
するという考え方は、日本でも取り入れられ
ています。騒音規制法や条例において保育施
設に関しては特段の配慮が必要だとして、工
場などに対する騒音の規制基準が厳しく設定
されています。 
 保育施設には特段の配慮をしなければなら
ないという、守られる側の施設だったものが、
いつの頃からか、逆に発生源になってしまっ
たということが起きている。だから、この辺り
はどうなのかということが、私ども環境保全
をやってきた者からすると、ちょっと残念で
ならないところなのです。やはり子供たちが
快適な環境で生活できるよう守っていかなけ
ればいけない。だけれども、保育施設から出る
音に関しては、やはりトラブルが起きている
ので、対応しなければならないという状況に
なっているようです。 
高田  ドイツのお話を伺っていると、ヨー
ロッパの方々は、次世代の社会を支える子供
たちを育てているのだというような意識が強
いのではないかという印象を持ちました。そ
こが残念ながら、日本の中ではそういう意識
が醸成されていないというようなことも原因
の一つではないかという印象を持ちました。 
船場  そこはすごく同意します。こんなに
少子化なのだから、何とか子供を大事に育て
ていかなければならないと思うのですけれど
保育施設が子供にとってよくない環境になっ
ているというのは、非常に矛盾しているなと

いうふうに思うのです。 
相馬  先ほども泉参事官の御説明にありま
したけれども、子育て環境の問題に関しては、
今、船場先生方が言われたような方向で政府
としても取り組もうとしているということで
すね。 

 
いずみ さと こ
泉  聡  子  

●内閣府子ども・子育て本部 
参事官（少子化対策担当） 

 
泉  厚生労働省が定める「保育所保育指針」
では、「施設の温度、湿度、換気、採光、音な
どの環境を常に適切な状態に保持する」こと
とされており、指針の解説においては、「保育
に当たっては、子どもの心身の健康と情緒の
安定を図るために、室内の温度や湿度を調節
し、換気を行い、さらに、部屋の明るさ、音や
声の大きさなどにも配慮して、心地よく過ご
すことができるよう環境を整えることが大切
である」とされています。 
また、待機児童の問題は都市部に多く見ら

れますが、最近は、働き方改革や新型コロナウ
イルスの影響によるテレワークの普及により、
通勤の頻度が減ってくる中で、今後、郊外に転
居しようとする動きも出てくると思われます。
郊外では、空き家や、公営住宅の高齢化・老朽
化の問題を抱えているところもありますので、
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空き家を活用したり、施設の建て替えに伴い
子育て支援施設も併せてつくっていくことで、
子育て世帯を呼びこんでまちづくりをしてい
くといったアプローチの仕方もあるのではな
いかと思います。 
相馬  大きなコンテクストで考えると、多
分、高田先生が先ほどお話になったことと共
通する部分はありますよね。 
高田  そうですね。そういったことが施策
として検討されているということをお伺いし
て、少し安心したというか、先行きが少し明る
いのかなと思いました。 
泉  今のこういう状況をうまく活用して子
育ての世帯を呼び込んで、子育ての世帯にと
って住みやすいまちづくりというのを一緒に
考えてもらうという方法もあるのではないか
と思います。 
 

騒音問題解決のアプローチ 
  

相馬  地方公共団体の苦情処理を担当する
職員の立場からすると、具体的に今寄せられ
ている苦情をどうするかという問題が一番大
きいのだと思います。問題が持ち込まれた場
合、どのようなアプローチをするのが良いの
か、その辺りについて少しお話を伺いたいと
思います。 
 
■保育施設への地域の親密度を高める 

高田  私どもの調査によれば、住民が感じ
る施設への親密度が施設新設への抵抗感の緩
和につながるというような傾向が見えていま
すので、そういったコミュニケーションを頻
繁に取って、親密度を高めていくということ
は非常に有効なのではないかと思います。 
 あとは、施設側のスタッフの皆さんも、こう
いった問題が生じがちだというのは重々御承
知で、結構、努力をされているのです。そうい
った努力をしているということを、ある程度

地域の方にも分かってもらうというのも重要
なのではないかと思います。物理的に出てい
く音は全く変わらないのですけれども、騒音
として捉えるか捉えないかといった意識の変
化に対しては、そういったことも有効なので
はないかと思います。 
松島  政令市へのアンケートで各政令市の
対応をみると、大半が法律や条例に基づく規
制にはなじまないというものでした。とにか
く保育施設と苦情申立者との間で、どこで折
り合いがつけられるのか、落としどころを探
るような対応をしているようでした。 
 その中において、ハード的な対応としては、
スピーカーの位置を変える、子供たちの遊ぶ
エリアを変える、必要のないときには窓をな
るべく閉めるなどを指導し、ソフト的な対応
としては、それこそ地域の中の保育施設とし
て、地域全体でその施設を担っていくような
取組を指導しているようでした。 
 その具体的な例としては、地域と施設が少
しでも近づきあうことができるように、定例
的な保育施設と地域との交流の場を設ける。
簡単に言えば、年間行事を案内板で周知した
り、施設に御近所の方をお呼びして説明会を
開催しているようでした。その際には子供た
ちとの交流の場のようなものを設けて、コミ
ュニケーションを図るというような対応を行
っているようでした。 
 
■問題の本質を理解する 

船場  保育施設に寄せられる苦情は、苦情
をおっしゃっている方もそれぞれ違うし、対
象となっている施設の在り方も千差万別だと
思われます。ですから、まずは問題の本質をよ
く理解していただくということが何よりも大
事だと思います。私も幾つかの事案で実際に
携わってみて、これは確かに保育のことも音
のことも両方分かっていないと落としどころ
を見つけるのはなかなか難しいのではないか



 

と実感しているところです。 
 昨日訪れたところもそうだったのですが、
ちょっとしたハードの工夫で音のレベルが下
がるかもしれないというところはあるのです
が、それは誰でも気がつくことではないのか
なと思ったり、私もその保育園の園長先生の
保育の方法を細かく聞いて初めて「なるほど、
じゃ、ここにこれをした方が良いかな」みたい
な話になってくるので、その辺をつなぐ役割
ができる方がいないのだろうなと。そういう
ところをやっていかなければいけないなと思
ったところです。そういう意味での担い手不
足という面はあるかと思います。自治体の方
が苦情を受けた場合に、なかなか全部を処理
できるような問題ではないだろうなと思いま
す。そのときにどこに相談したらいいのだろ
うという相談先も、まだぱっと浮かぶところ
がきっとないのだろうと思います。 
相馬  現場の行政の担当者というのは、基
本的に公平というのが大事なので、双方から
必ず話を聞いて、どちらかに偏った判断をす
ることは、基本的にはしないはずです。だから、
今、先生のお話にありましたように、一体何が
問題になっているかということがクリアにな
っていない場合には、なかなか処理に苦労す
るという部分はあるのかと思います。 
 
■申立者が何に困っているかを把握する

ことが肝要 

松島  保育施設の騒音問題で、まず初めに出
てくるのが子供たちの声なのですが、その辺り
を詳細に調べていきますと、子供の声だけでは
なくて、それに付随した要因が含まれておりま
して、子供の声を小さくすることだけを考えて
いては解決が見えてきません。申立者が何に困
っているのか、苦情の原因が何なのかを把握し
て対応することが重要だと思います。 
相馬  先ほどもお話がありましたけれども、
要は、本当に子供が出す音なのかどうか、その

辺りがはっきりしないと、もしかしたら、お迎
えに来たお母さん方の話し声が気になるとい
う話かもしれませんし、そこら辺をはっきり
しないと、なかなか苦情を申し立てる側の人
が満足するような解決にはつながらないのか
なという感じもいたします。 

 

相
そう

 馬
ま

  清
きよ

 貴
たか

 
●総務省公害等調整委員会事務局長 

 
松島  私が経験した事例でも、初めは子供
の声がうるさいということで対応していたの
ですが、調査をしていくうちに、申立者宅の前
に送迎の保護者が車を並べて停めてしまうと
いうことが原因だと分かりました。保護者の
中にはエンジンをかけたまま 30分も１時間も
立ち話をしており、申立者はその話声と車か
らの排気ガスに悩まされていたのです。原因
が分かりましたので、保育施設の方に保護者
への注意を促してもらったところ、この苦情
は解決に至りました。この苦情は、その典型的
な例ではないでしょうか。 
 余談ですが、私どもが現地に行ったときに
は、そのお宅と幼稚園の間には廃タイヤが並
べてあって、車が停められないようにしてあ
ったのです。そういう状況も踏まえて苦情の
原因が何なのかを見極めることが重要ではな
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いかと考えております。 
相馬  そうすると保育施設だから子供が出
す音が問題だと決めつけてかかるのは危険で
もしかしたら、先ほど船場先生がおっしゃっ
たように適切な保育がなされていれば、子供
が出す音というのはそれほど問題にならない
かもしれない。むしろそういうものではなく、
別のところから苦情の原因が出ているという
ことも視野に入れるべきだということなので
しょうか。 
船場  そうですね。保育施設の方も子供が
出す音に敏感になってしまっていて、地域に
遠慮しているところが見受けられます。何か
そういった状況だと、先ほど泉さんもおっし
ゃっていたような、地域との交流といった施
策も取り組みにくくなってしまうような気が
します。保育施設の方も別に子供の声がそん
なに地域から嫌われているわけではないのだ
ということは、きちんと理解していただきた
いなと思うのです。 
高田  やはりそういった子供の声以外の迷
惑というかトラブルのようなものが、子供の
声に反応する形で顕在化しているところはあ
ると思うのです。ひょっとすると、そこに保育
施設の方も気づいていない可能性があると思
います。そういったノウハウを提供すること
によって改善できるところも多々あるのでは
ないかと思いました。 
 

保育施設の音環境の確保 
  

相馬  先ほど船場先生から、保育施設の音
環境をどういうものにしていくべきかという
議論が非常に大事になっているというお話が
ありました。その辺りのお話をいただけます
でしょうか。 
船場  保育施設の音環境については、どう
やら室内が響き過ぎていて、とても喧騒感が
高くなっているという現状があって、それを

何とかしたいということで、この 10年ぐらい
熊本大学の川井敬二先生が活発に研究された
ところから始まったのですが、そこから私や
早稲田大学の方、それから明治大学の上野佳
奈子先生などと一緒に建築学会の中にワーキ
ングをつくりました。 
 それで、本当にいろいろな調査実験をやっ
てみて、例えば室内に吸音材を貼ると子供の
行動が変わるとか、騒音レベルが下がるとか、
そういったことを知見として集めました。そ
れが成果となって保育施設に対する音のガイ
ドラインとして、残響時間を抑えるという推
奨規準をつくったのです。 
 これが生かされていくと何がいいのかとい
うと、保育施設で子供や保育士の方の日常的
な声の出し方が変わってくるかなと思ってい
まして、小さな声でもきちんとコミュニケー
ションが取れる室内の音環境が確保されてい
ると、子供も大きな声を出す必要がなくなり
ます。もちろんプールだとか、そういう本当に
テンションが上がるときは仕方がないと思い
ますが、ぱっと外に出たときに落ち着いた様
子が見られたり、声の出し方が全然違うなと
思っています。 
 ただ、こうした規準をつくるだけでは、なか
なか広まっていかないだろうということで、
令和２年３月３日に一般社団法人こどものた
めの音環境デザインを立ち上げました。その
途端に新型コロナの感染拡大となってしまい、
なかなか思ったような活動ができていません
が、オンラインセミナーや保育者研修といっ
た形で少しずつ広めています。 
 
 
 新型コロナ禍での新たな問題 

 
船場  最近の新たな問題として換気の問題
があります。今は保育施設がビルや複合施設
の中にテナントとして入っていることが多い



 

ので、窓が開けにくいところがすごく増えて
いるのです。そういった中で、新型コロナの感
染防止のために換気をしろという。どのくら
い窓を開けたらいいのか分からないし、窓を
開けることによって騒音問題になったり、あ
るいは保育施設が幹線道路沿いにつくられて
いるために窓を開けると外部の騒音が入って
きてしまうという状況になっている。保育施
設の方がこういった情報をきちんと得られて
いないというのが、一番問題なのかなと思っ
ています。 
相馬  音環境の問題、それから換気の問題
の２つについてお話しいただきましたけれど
も、まだまだ実際、現場の保育施設の職員の方
には必ずしも意識が十分共有されていない部
分もあるということですね。 
 いろいろとお話を伺ってまいりましたけれ
ども、やはり二兎を追うべきなのかなと思い
ます。一つは、近隣住民との関係でいかに良好
な関係をつくりながら保育施設が地域とつな
がる形で存在し得るかという話。それから、も
う一つは、保育施設の中における環境の問題。
この二兎を追うべきであって、その二兎が調
和的に推移していくことが大事なのかなとい
う印象を持ったところでございます。 
 

 
相馬  改めて保育施設と音の問題というこ
とでまとめていきたいと思います。先ほどは
担当する行政官に対するお話がありましたが、
広く一般国民に対してこういう部分について
理解を求めていくべきではないかというよう
な話がありましたら、行政官向けの話と重複
する部分もあろうかと思いますけれど、お話
し願えればと思います。 
松島  保育施設の問題を扱っていたときに
建設に反対された方の言葉で印象的だったも
のがありました。住宅地の中に保育施設をつ
くろうとしている。ただ、現在、その住宅地に

は、もう若い方がいらっしゃらない。今お住ま
いになっているのは、ある程度年齢の高い
方々で、皆さんは子供さんを育て上げられて、
子供さんは別のところにいる。そういうとこ
ろに土地が確保できたので保育施設をつくり
たいという計画が上がったのだと。この地域
での利用がないのに、なぜこの地域にあえて
つくる必要があるのだというようなことを言
われました。その言葉が、私、すごく心に残っ
ているのです。 
 ですから、こういった施設の建設に関して
も、地域性や優位性、本当に必要なのか、なぜ
この地域につくるのかということまで踏まえ
て、その地域における全体計画の中で計画さ
れていかなければならないのではないかとい
うふうに思います。 
 昨今、お子さんを預ける保護者の方が、御自
分の通勤に便利な駅のすぐそばだとか、駅の
ガード下などにも保育施設がつくられている
状況になっていますので、それが良いか悪い
かということはまた別の問題があると思いま
すが、どういうところに施設を整備していく
べきかということを含めた総合的な計画を検
討する必要があるのではないかと私は考えて
おります。 
高田  保育施設の騒音問題について調査を
してみると、保育施設から出る音の快・不快と
いった印象と、音の物理量というのは全く対
応関係がないことが分かります。つまり、音の
問題で言えば、音の大きさではなくて、耳障り
な音なのかどうか、質的要因もあるのかもし
れませんけれども、先ほども申し上げました
とおり、地域と施設との関係性とか、あるいは
子供の声とは全く関係のない事象によって苦
情が生まれているかもしれないということが
ありますので、住民の方ももう少し冷静に施
設を見ていただけると、行政への駆け込みと
か、そういった状況が多少変わってくるのか
もしれないなと思います。 

まとめ 
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船場  そうですね、ちょっと大きな話にな
りますけれど、今、子育て支援の制度もかなり
充実してきていることは理解しているのです
が、保育施設の類型だとか、そういったものも
すごく増えていて、本当に今まさに子育てを
しているお母さんお父さんでないと知らない
ようなこともかなりあります。そうなってく
ると、子育てに関するいろいろなことが多く
の人にとって自分事でなくなってしまうのか
なと思います。 
 自分事でないことに関して、ちょっとうる
さい音が来たりすると文句を言いたくなると
いうようなことがあります。できれば、「子供
は将来この国を担ってくれるのだ。だから大
事に育てるのだ」ということをみんなが自分
事として捉えて、自分たちはどういう立場で、
どんな協力をしていったら良いのだろうとい
うことを、一人一人が自分事として考えられ
るような社会になっていったら良いなと思う
のです。子育てに関してもう少しみんなが納
得して、みんなでこうしようということがで
きたら、大分変わってくるのではないかと思
います。 
泉  やはり若い方がこれから結婚して子供
を産もうと思ったときに、結婚のこともあり
ますし、１人目のお子さんを産む、２人目のお
子さんを産む、３人目のお子さんを産む、ライ
フステージの各段階でそれぞれ希望をかなえ
るために乗り越えなければいけない隘路があ
る中で、行政の取組もそうですし、社会全体で
そこは支えていこうということもあることに
より、将来に対する安心感や出産や結婚など
に前向きなイメージが持てるようになると思
うので、そこはとても大事だと思います。 

 ですから、国もそうですし、自治体の方でも
いろいろな施策をする中で、きちんと少子化
対策をパッケージ化して説明していくという
のがとても大切なのかなと思っています。少
子化対策は個別の施策だけ上げると、これが
少子化対策としてどのように寄与するのか、
他の施策を講じないと意味がないのではない
かとよく言われるのですけれど、支援策の全
体像がある中で取り組まれているのだという
安心感も併せて持ってもらうということもと
ても大事かなと思っています。 
 あとは、子供の数が少なくなるということ
は、その地域の活力がなくなるということで
もあり、今後肌感覚として感じることが増え
てくるのではないかと思います。子供を大切
にして、心身ともに健やかな育ちを支えるこ
と、また、大綱にも書かせていただいています
けれど、子供一人一人が幸せということはも
ちろんですし、私たちの未来をつなげていく
人たちを育てていくという気持ちを持ってい
ただくことが大事なのかなと思います。 
 そういった思いを、我々も情報発信をして
いきますし、社会全体でそういう思いを共有
していくということが、これから結婚して家
族を持とうと思っている人たちの不安や負担
を軽減することにもつながるのではないかな
と思っております。 
相馬  ありがとうございました。 
 そろそろお時間が参りましたので、この辺
りでと思っております。長時間にわたる御議
論、ありがとうございました。今後とも引き続
き、御出席の皆様から御意見、御提言を賜りま
すと幸いです。本日はお忙しい中、ありがとう
ございました。 
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 騒音・低周波音について 

第４回：低周波音苦情の対応のための参照値 等 
公害等調整委員会事務局 

 

■はじめに 
 本セミナーでは、苦情件数が多い騒音について、公害等調整委員会事務局職員が実務を通じて得
られた知見を、地方公共団体の公害関連部局担当職員の方に向けて分かりやすく解説しています。 
 これまで３回にわたって音に関する基礎知識や騒音に係る規制基準等の制度面について解説して
きました。 
 最終回となる本稿では、近年、苦情が増加傾向にある低周波騒音に的確に対応するために必要な
「低周波音苦情の対応のための参照値」のほか、騒音問題に関する幅広い知識を習得していただくため、
「世界保健機関（WHO）『欧州地域向けの環境騒音ガイドライン』」、「騒音関係の判例における受忍限度」、
「公害等調整委員会において取り扱った騒音関連事件」について解説します。 
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１ 低周波音苦情の対応のための参照値 
（１）低周波音に係る苦情 
 騒音に係る苦情の中で、近年、低周波音に起
因するものが目立っている。低周波音とは、第
１回セミナーで紹介したように、我が国では周
波数が約 100 Hz 以下の音のことである。 
 低周波音に係る苦情は、「物的苦情」（窓や戸
などの建具がガタガタする、置いてある花瓶が
がたつく等）と「心身に係る苦情」（夜中に目が
覚める、不快感や圧迫感を感じる等）とに大別
される。心身に係る苦情の方は、低周波音にさ
らされたときに誰でも同じように苦情を訴える
かというと、そうではなく、非常に耳障りに感
じる人もいれば、全く気にしない人もいて、感
じ方は個人差が大きい。 
 また、苦情が発生する音波の強度（音圧レベ
ル）の限度が周波数ごとに異なるという特徴が
あり、環境基準や騒音規制法の規制基準等にお
いて採用されているトータルでの音圧レベルの
抑制対策とは異なった考え方で対応を考える必
要がある。 
 

（２）参照値 
低周波音問題に係る上記のような特徴を踏ま

えて、平成 16 年６月に環境省から「低周波音問
題対応の手引書」が公表されており、その中で
低周波音問題対応のための「評価指針」の一部
として「低周波音苦情の対応のための参照値」
が示されている。 
参照値を含む評価指針は、工場、事業場、店

舗、近隣の住居等に設置された施設等の固定発
生源からの低周波音により、物的苦情及び心身
に係る苦情が発生している場合に適用するもの
とされている。 
参照値より音圧レベルが高い低周波音が観測

されていると当該低周波音が苦情の原因となっ
ている可能性があり、参照値は低周波音問題へ
の対応を考えるに当たってこのような判断の材
料として利用することが想定されたものである。 
参照値として、物的苦情に関するものと心身

に係る苦情に関するものが示されている。 
物的苦情に関する参照値は、1/3 オクターブ

バンドの中心周波数（Hz）ごとの音圧レベル（dB）
によって示されている（表１及び図１参照）。物
的苦情は、低周波音の中でも低い周波数帯にお
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いては音圧レベルが低くても発生しやすく、高
い周波数帯では相当な音圧レベルでないと発生
しない（又は発生しにくい）という傾向があり、
参照値はこのような傾向を踏まえて設定されて
いる。 
 心身に係る苦情に関する参照値は、1/3 オク
ターブバンド中心周波数ごとの音圧レベル（表
２及び図１参照）とＧ特性での音圧レベルの数
値（92 dB 以下）で示されている。心身に係る
苦情の方は物的苦情とは逆に、10 Hz といった
低周波音の中でも特に周波数が低い辺りではか

なり高い音圧にならないと発生しない（そもそ
も人間の聴覚は、こういった周波数帯の音には
感度が低い）が、比較的高い周波数領域では音
圧が余り高くなくても発生する。また、Ｇ特性
での音圧レベルというのは、第１回セミナーで
簡単に紹介しているが、人の耳の感覚に近づけ
るよう、周波数ごとに音圧の補正を行う操作を
施した音圧レベルのうち、１～20 Hz という特
に周波数の低い領域（「超低周波音」と呼ばれる）
に係るものである。

 
1/3オクターブバンド 
中心周波数［Hz］ 5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 

1/3オクターブバンド 
音圧レベル［dB］ 70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 

表１ 低周波音による物的苦情に関する参照値 
 
1/3オクターブバンド 
中心周波数［Hz］ 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80 

1/3オクターブバンド 
音圧レベル［dB］ 92 88 83 76 70 64 57 52 47 41 

注）心身に係る苦情に関する参照値は、上記表及び G 特性音圧レベル LG = 92 ㏈。 

表２ 低周波音による心身に係る苦情に関する参照値 
 

 
図１ 低周波音による物的苦情及び心身に係る苦情に関する参照値の相関性 
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（３）低周波音の測定方法 
 低周波音の音圧レベルは、マイクロホンを取
り付けた低周波音圧レベル計を用いて測定し、
実時間周波数分析器等に接続することにより
1/3 オクターブバンドの周波数分析等を行う。
これらの点も含めて測定方法は原則として「低
周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成12
年 10 月環境庁）及び「低周波音問題対応のため
の「手引」」（上記「手引書」の一部）によるも
のとするとされており、詳細についてはこれら
を参照いただきたい。 
 測定場所については、物的苦情に関しては「問
題となる住居等の建物の屋外で、建物から１～２
ｍ程度離れた位置」にて測定し、心身に係る苦情
に関しては「苦情者の住居などの問題となってい
る部屋の問題となっている位置」にて原則として
「窓を閉めた条件」にて測定するとされており、
周波数測定範囲は、原則として 1/3 オクターブ
バンド中心周波数 1 Hz～80 Hzである。 
 
（４）低周波音の評価方法 
 評価においては、物的苦情に関しては、まず、
施設・設備機器等を稼働・停止させ、低周波音
と建具等のがたつきとの対応関係を調べる。 
施設等の稼働・停止と、建具等のがたつき現

象の発生状況が対応していれば、原因はその施
設であると確認できる。発生源の稼働状況と建
具等のがたつきとの対応関係がない場合、又は
対応関係が不明の場合は、異なる発生源である
可能性もあるので、慎重な検討が必要である。 
次に、測定結果をもとに評価指針の参照値に

照らして判断を行う。測定された低周波音の1/3
オクターブバンド音圧レベルを表１と比較し、
参照値以上であれば低周波音による苦情の可能
性が考えられるとされており、一方、参照値未
満の場合であっても、建具が軽くて鴨居との隙
間が多い構造などの場合は、まれにがたつきが
発生することもあるため、参照値を参考にして
問題となる周波数を推定し、発生源を再度調査
する。なお、参照値未満にもかかわらず、建具

等のがたつきが発生している場合は地盤振動等
の可能性を検討する。 
 心身に係る苦情についても、発生源の稼働状
況と苦情内容との対応関係を検討することが重
要である。 
次に、測定結果をもとに評価指針の参照値に

照らして判断を行う。Ｇ特性で 92 dB以上であ
れば 20 Hz以下の超低周波音による苦情の可能
性が考えられ、測定された低周波音の 1/3 オク
ターブバンド音圧レベルを表２と比較し、参照
値以上であれば低周波音による苦情の可能性が
考えられるとされている。 
なお、このどちらにも当てはまらない場合で

あっても、低周波音が原因である可能性を否定
できないことから、個人差があることも考慮し
判断する必要があるほか、100 Hz 以上の騒音や
地盤の振動などが考えられるため、個別の苦情
について様々な原因を総合的に検討する必要が
あるとされている。 
 
（５）参照値の取扱い 
この参照値の取扱いに当たっては、次の事項

に留意することとされており、平成 20、26、29
年に事務連絡にて環境省水・大気環境局大気生
活環境室から各都道府県、市・特別区環境主管
部(局)騒音振動担当官宛てに周知されている。 
①参照値は、固定発生源（ある時間連続的に低
周波音を発生する固定された音源）から発生
する低周波音について苦情の申し立てが発生
した際に、低周波音によるものかを判断する
ための目安として示したものである。 

②参照値は、低周波音についての対策目標値、
環境アセスメントの環境保全目標値、作業環
境のガイドラインなどとして策定したもので
はない。 

③心身に係る苦情に関する参照値は、低周波音
に関する感覚については個人差が大きいこと
を考慮し、大部分の被験者が許容できる音圧
レベルを設定したものである。 
なお、参照値は低周波音の聴感特性に関す
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る実験の集積結果であるが、低周波音に関す
る感覚については個人差が大きく、参照値以
下であっても、低周波音を許容できないレベ
ルである可能性が10％程度ではあるが残され
ているため、個人差があることも考慮し判断
することが極めて重要である。 

 
２ 世界保健機関（WHO）「欧州地域向けの
環境騒音ガイドライン」 

 環境騒音（労働環境における騒音とは異なるも
の）に係る国際的な動向についても少し触れるこ
ととしたい。世界保健機関（WHO）の欧州地域
事務局は、欧州地域向けに「環境騒音ガイドライ
ン」を策定しており、1999年にその初版が公表
され、2018年に改訂が行われている。ガイドラ
インの主な目的は、環境騒音曝露から住民の健康
を保護するための勧告を策定することにある。 
 ガイドラインの内容等については本誌 103 号
（令和２年 11月）の「欧州地域向けの環境ガイ
ドラインに関する調査検討について」にて解説が
なされているので、ここでは省略することとする。 
このガイドラインは欧州地域向けのものなの

で日本に直接適用されることはないが、国際的
なインパクトは大きく、日本でもその内容の調
査研究が様々な機関で行われている。日本の騒
音に係る公害苦情においても、このガイドライ
ンが引用される可能性がないわけではない。 
 
３ 騒音関係の判例における受忍限度 
 騒音に係る公害苦情が民事訴訟の提起や公害
等調整委員会の裁定申請にまで至った場合には、
判決等に向けて審理が進められるが、このよう
な場面においては「当該騒音による被害が受忍

限度を超えているかどうか」という点が判断の
重要な要素となることが多い。 
 「受忍限度論」は、民事裁判における不法行
為の成立要件の一つである「権利侵害 違法性）
の有無を判断するための基準として騒音に係る
訴訟においても数多くの判決で採用されてきた
もので、「侵害行為による被害が一般社会生活上
受忍すべき程度を超える場合に不法行為上の違
法性がある」という考え方である。 
 受忍限度がどのような内容のものになるかは
個別の事例ごとに異なり、受忍限度超過の判断
は必ずしも騒音レベルで示されるとは限らず、
また、騒音レベルで示される場合にも、一律に
定められている公法上の騒音に係る基準等（環
境基準、騒音規制法の規制基準、低周波騒音苦
情への対応のための参照値等）が採用されると
は限らない（採用された場合でも、公法上の規
制基準等に違反することと不法行為上の違法性
があることは必ずしもイコールではない。）。 
 個別の事例（訴訟等）において受忍限度をどの
ような事情に基づいて設定するか、については最
高裁の判例（最高裁判所 平成６年３月 24 日判
決、平成 10年７月 16日判決等）において示され
ているものがある。これによると受忍限度は、 
・侵害行為の態様と侵害の程度 
・被侵害利益の性質とその内容 
・侵害行為の持つ公共性ないし公益上の必要性
の内容と程度（受益と損失の彼此相補性） 

・当該地域の従来からの環境 
・侵害行為の開始とその後の継続状況 
・その間に採られた被害の防止に関する措置の
有無及びその内容、効果 

等の多様な事情が考慮され判断されることになる。 

」（

 
騒音 案件内容 裁判所 判決における受忍限度 判決において示された受忍限度 
発生源 請求内容 判決日 超過の有無の判断 に係る騒音レベル等の数値 

工場・ 
事業場 

製材工場／損害賠償 仙台高裁 
1993/12/20 超過有と判断 本件における受忍限度は、屋内で昼間

55 ホンである。 
菓子工場／損害賠償・
騒音差止 

大阪地裁 
1987/4/17 

損害賠償、差止とも超過
有と判断 

（損害賠償、差止とも）朝 50 ホン、
昼間55ホンを超える騒音は受忍限度
を超える。 

ロープ製造工場／損害
賠償 

最高裁 
1967/10/31 超過有と判断 

（受忍すべき騒音の程度を55ホン程
度とした）名古屋高裁の判断は正当と
して是認できる。 
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第４回：低周波音苦情の対応のための参照値 等 
敷地におけるLAeqが 65㏈以上の原
告は距離の遠近に関わらず、LAeq が

最高裁 一部の原告につき、超過 60 ㏈を超える原告については距離が道路 国道43号線／損害賠償 1995/7/7 有と判断 20ｍ以内の者は、道路からの騒音が
受忍限度を超えるとした大阪高裁の
判断に違法はない。 

損害賠償は一部の原告に東海道新幹線／損害賠 損害賠償の一般的受忍限度値は73ホ名古屋高裁 つき、超過有と判断。差鉄道 償・騒音差止・高速走行 ン、防音工事施工後における修正受1980/4/12 止は受忍限度を超過して差止 忍限度値は 76 ホンである。 いないとして棄却 
WECPNL 値で 75 以上の騒音コンタ損害賠償は一部の原告に小松基地／損害賠償・ 金沢地裁 ー内に居住する原告は本件飛行場使つき、超過と判断。差止離着陸差止 2002/3/6 用に伴う騒音により皆等しく受忍限は受忍限度に触れず棄却 度を超える被害が生じている。 航空機 WECPNL80 以上の区域に居住し又損害賠償は一部の原告に厚木基地／損害賠償・ 東京高裁 は居住していた原告らは受忍限度をつき、超過有と判断。差離着陸差止 1999/7/23 超える被害を受けたと認めるのが相止は不適法として却下 当。 
とりわけ、夜間室内 55 ホンを超えた

大阪地下鉄延長工事／ 大阪地裁 一部の原告につき、超過 騒音による被害は許容の限度を超え
損害賠償 1989/8/7 有と判断 たものとして原告らに受忍を強いる

工事 ことは相当でない。 
推定される原告居室での伝搬音が73 マンション居室改築工 東京地裁 超過有と判断 dB（窓閉、窓開）となる工事が行わ事／損害賠償 1997/10/15 れた日の騒音は受忍限度を超えた。 

注）「ホン」は、以前、騒音に係る環境基準、騒音規制法等において用いられていた騒音の大きさの単位。 
「デシベル」(dB)とほぼ同じ。 

表３ 騒音の受忍限度に係る裁判例 
 
 表３で示した裁判例においては、測定された或
いは予測される騒音レベルの騒音被害が受忍限
度を超えているかどうかが示されているか、受忍
限度が具体的な数値によって示されている。ただ
し、これらは飽くまで例示であり、他にも数多く
の裁判例があることに注意していただきたい。 
 なお、受忍限度が判断の材料として用いられ
る民事手続上の請求には、損害賠償請求と差止
請求がある。騒音に係る訴訟において「受忍限
度を超える」として損害賠償を認容した裁判例
はかなりあるが、差止めに係る受忍限度は損害
賠償より厳しく判断されているのが現状であり、
認容した裁判例は多くはない。 

 

４ 公害等調整委員会において取り扱った
騒音関連事件 

 公害等調整委員会（以下「当委員会」という。）
において取り扱った騒音関連の公害紛争処理事
件の傾向の変遷や現状について簡単に紹介する
こととしたい。なお、地方公共団体における公
害苦情の状況については、毎年、当委員会にお
いて全国の状況を取りまとめており、直近では

令和元年度の状況について、昨年 12 月に公表
している。その概要は、本号 15ページに掲載し
ているので、そちらを参照願いたい。 
 当委員会では公害紛争処理法（昭和 45 年法
律第 108 号）に基づき、重大事件や広域処理事
件、県際事件の公害調停を行うほか、責任裁定
（公害に係る被害が発生した場合に、損害賠償
責任の有無に関し法律判断を行うもの）、原因裁
定（公害に係る被害が発生した場合に、加害行
為と被害との間の因果関係の存否に関し法律判
断を行うもの）といった手続も行っており、事
件によっては手続の中で、専門委員を任命し、
専門の事項について調査したり、職権で国費に
よる環境調査を行ったりといった専門的知見を
活用した対応を行うという特長がある。 
 
（１）騒音関連事件受付の変遷・都道府県別分類  
 当委員会では令和元年度末までに全 320 件の
事件を受け付けているが、騒音に関連する事件は
134 件（41.9％）と典型７公害の中で最も多い。
また、約 50 年間の変遷を見ると、平成 21 年以
降に受け付けた事件数が約 75％を占めており、
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誌上セミナー「騒音・低周波音について」 
それ以前と比べて騒音関連事件の比率が増加し
ている。また、騒音関連事件の約 63％の 84件が
関東地域（東京都が約 31％）であり、次いで中
部・北陸地方（22件）、近畿・中国地方（15件）、
四国・九州地方（11件）の順となっている。 
 
（２）騒音関連事件における発生源 
 当委員会が受け付けた騒音関連事件では、発
生源としては、工場の操業、工事等の事業活動
の比率が最も高く約 39％となっている。次いで
多いのは、空調や電気設備等の機械の稼働（約
32％）であり、航空機、鉄道、道路などの交通
も決して少なくはない（約 22％）。また、振動
や悪臭などの要因を伴うもののほか、低周波音
の影響として申し立てられる事件も全体の約
25％を占めており、当委員会ではこれまで多様
な騒音問題を取り扱ってきている。 
 
（３）申請人・被申請人の状況 
 申請人は、半数の事件（約 52％）が１人での
申請であり、申請人４人以下の事件が大部分（約
84％）を占める。ただし、100 名を超える大人
数から申請がなされた事件も数件ある。また、
企業や公的団体などの組織が被申請人となるケ
ースが約 87％であるが、近年は個人が被申請人
である事件が増加しており、近隣紛争的色彩の
濃い案件のウェイトが上がっていることがうか
がえる。 
 
（４）終結に関する状況 
 令和元年度末までに終結した騒音関連事件
（119 件）においては、裁定において一部を認
容する又は調停が成立することにより終結した
事件の割合は約 37％であるが、平成 20 年度以
前ではその割合は約 53％であった。また、受付
から終結までの期間については、約 78％の事件
では、上記のような専門的知見を活用した案件
でも受付後２年以内に終結にまで至っているが、

 

申請人数が多い案件等数件においては５年以上
の期間を要している。 
 
５．おわりに 
 「騒音・低周波音について」の本誌上セミナ
ーは、本稿で完結する。 
 ここまで音に関する基礎知識、騒音に係る環境
基準、騒音規制法に係る規制基準、低周波音苦情
の対応のための参照値、騒音関係の判例における
受忍限度等、制度的な側面を中心に解説を重ねて
きた。現実には環境基準や騒音規制法の規制、低
周波音苦情の対応のための参照値が遵守されて
いる現場においても騒音苦情は発生しており、こ
れら諸制度の適用だけでは問題の解決に直結しな
いこともあると思われるが、行政としては最低限
これらを遵守させることが紛争解決へ向けての第
一歩となると考えられる。その過程においては、
基準値や規制対象施設の詳細までは必要ないが、
諸制度の骨格、概要を頭の中に入れておいた方が
諸対応を円滑に進めることができると思慮する。 
 また、現場の問題解決に向けては、騒音低減
技術についての情報も重要と思われる。本稿で
はこの側面については取り扱わなかったが、既
に多数の成書があり、今日ではインターネット
からでも比較的容易にこのような情報を入手で
きる。 
 こういった個別の事例に適応すべき様々な手
段を整理することと併せて、過去や他の地方公
共団体における同様の紛争事例に係る情報も問
題解決において参考となると思われる。当委員
会は年一度開催しているブロック会議において
地方公共団体間の紛争事例の情報共有の場を提
供しているので、このような場面を活用して情
報を得たり人脈を広げたりというのも苦情対応
の方策の一つとして考えていただきたい。 
 本セミナーにて解説した情報や当委員会で共
有の場を提供している情報が、様々な現場の騒
音苦情解決の足がかりとなれば幸いである。 
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公害等調整委員会の動き 

 

公害等調整委員会の動き 
（令和２年 10月～12月） 

公害等調整委員会事務局 
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1 審問期日の開催状況 

月 日 期    日 開催地 

12月４日 瀬戸市における廃棄物処分場からの土壌汚染による財産被害
責任裁定申請事件 第 1回審問期日 

愛知県 

12月 11日 伊万里市における堆肥製造施設からの大気汚染による健康被
害原因裁定申請事件 第 1回審問期日 

佐賀県 

12月 15日 松戸市における換気扇・ヒートポンプ設備からの騒音による
健康被害等責任裁定申請事件 第 1回審問期日 

東京都 

２ 公害紛争に関する終結事件の概要 

○ 熊本市における室外機等からの騒音による健
康被害等責任裁定申請事件 
（平成 31年（セ）第 3号事件） 

① 事件の概要 
 平成 31 年 3 月 8 日、熊本県熊本市の住民
1 人から、食肉販売店経営会社を相手方（被
申請人）として責任裁定を求める申請があり
ました。 
申請の内容は以下のとおりです。申請人は、

被申請人の経営する店舗（食肉販売店）に設
置された室外機等からの騒音により、安眠を
妨害され、不快感、焦燥感、体調不良、情緒
不安定等により、肉体的・精神的に多大な苦
痛と損害を受けているとして、被申請人に対
し、損害賠償金 20万円の支払を求めたもので
す（その後、請求金額は 25 万 8000 円に変
更）。 
② 事件の処理経過 
 公害等調整委員会は、本申請受付後、直ち
に裁定委員会を設け、1 回の現地審問期日を
開催するとともに、被申請人の経営する店舗

（食肉販売店）に設置された室外機等からの
騒音と申請人に生じた健康被害との因果関係
に関する専門的事項を調査するために必要な
専門委員 1人を選任したほか、事務局及び専
門委員による現地調査等を実施するなど、手
続を進めた結果、令和 2年 10月 27日、本件
申請を棄却するとの裁定を行い、本事件は終
結しました。 

 
○ 和歌山県白浜町における給油所からの土壌
汚染被害等責任裁定申請事件 
（令和元年（セ）第 1号事件） 

① 事件の概要 
 令和元年 5月 8日、和歌山県白浜町で給油
所を営む個人から、当該施設を所有するバス
会社を相手方（被申請人）として責任裁定を
求める申請がありました。 
申請の内容は以下のとおりです。被申請人

と合併した会社が起こした給油所の地下タン
クからのガソリン漏えい事故の処理が不十分
だったため、残留油分と土壌汚染対策法（平
成 14年法律第 53号）の特定有害物質が現在
も地下に残存しており、緊急を要するために



公害等調整委員会の動き 

実施したコールタール回収及び汚染土壌処理、
地下タンク再塗装の費用、休業補償費、精神
的苦痛への慰謝料等として、被申請人に対し、
損害賠償金 2082万 8973円の支払を求めたも
のです。 
② 事件の処理経過 
 公害等調整委員会は、本申請受付後、和歌
山県知事に対して責任裁定申請の受理につい
て意見照会を行い、受理について特段の支障
はないとの回答を受けたので、直ちに裁定委
員会を設け、手続を進めましたが、令和 2年
11月 4日、申請人から申請を取り下げる旨の
申出があり、本事件は終結しました。 
 

○ 渋谷区における工事現場からの騒音・振動等
による財産被害・健康被害等責任裁定申請事件 
（令和元年（セ）第 4号事件・令和 2年（調）
第 2号事件） 

① 事件の概要 
 令和元年 8 月 16 日、東京都渋谷区の住民
17人から、不動産会社及び建築会社を相手方
（被申請人）として責任裁定を求める申請が
ありました。 
申請の内容は以下のとおりです。申請人ら

は、隣接する被申請人らの建築工事現場から
の騒音・振動・粉塵等により、不眠、ストレ
ス障害、ぜん息悪化等の健康被害が生じてい
るほか、家屋の損傷、防音工事費用、借家人
の退去等の財産被害を受けているとして、被
申請人らに対し、連帯して、損害賠償金合計
3643万 7870円の支払を求めたものです。な
お、申請人 1人について相続が発生し、別の
申請人 1人が相続人として手続を承継しまし
た。 
② 事件の処理経過 
 公害等調整委員会は、本申請受付後、直ち
に裁定委員会を設け、1 回の審問期日を開催
するなど、手続を進めた結果、本件について
は当事者間の合意による解決が相当であると

判断し、令和 2 年 8 月 26 日、公害紛争処理
法第 42条の 24第 1項の規定により職権で調
停に付し（公調委令和 2年（調）第 2号事件）、
裁定委員会が自ら処理することとしました。
10月 9日の第 1回調停期日において、裁定委
員会から調停案を提示したところ、11月 9日
の第 2回調停期日において、当事者双方がこ
れを受諾して調停が成立し、本件申請につい
ては取り下げられたものとみなされ、本事件
は終結しました。 
 

○ 松戸市における換気扇・ヒートポンプ設備か
らの騒音による健康被害等責任裁定申請事件 
（令和元年（セ）第 2号事件・令和 2年（調）
第 3号事件） 

① 事件の概要 
 令和元年 5 月 21 日、千葉県松戸市の住民
2 人から、隣人を相手方（被申請人）として
責任裁定を求める申請がありました。 
申請の内容は以下のとおりです。申請人ら

が、被申請人の家屋に取り付けられた集中型
換気扇及びヒートポンプ設備からの騒音によ
り、なかなか寝つくことができず、慢性疲労
感、集中力・思考力の低下及びストレスによ
る円形脱毛症の発症などの健康被害、並びに
騒音による不動産価値の減損等の財産被害を
受けているとして、被申請人に対し、損害賠
償金合計 794 万 8590 円の支払を求めたもの
です。 
② 事件の処理経過 
 公害等調整委員会は、本申請受付後、千葉
県公害審査会に対して責任裁定申請の受理に
ついて意見照会を行い、受理について特段の
支障はないとの回答を受けたので、直ちに裁
定委員会を設け、1 回の審問期日を開催する
とともに、集中型換気扇及びヒートポンプ設
備からの騒音と申請人らの健康被害との因果
関係に関する専門的事項を調査するために必
要な専門委員 1人を選任したほか、事務局及
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び専門委員による現地調査等を実施するなど、
手続を進めた結果、本件については当事者間
の合意による解決が相当であると判断し、令
和 2 年 12 月 15 日、公害紛争処理法第 42 条
の 24 第 1 項の規定により職権で調停に付し
（公調委令和 2年（調）第 3号事件）、裁定
委員会が自ら処理することとしました。同日、
第 1回調停期日において、裁定委員会から調
停案を提示し、当事者双方がこれを受諾して
調停が成立し、本件申請については取り下げ
られたものとみなされ、本事件は終結しまし
た。 
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都道府県公害審査会の動き 
（令和２年 10月～12月）  

公害等調整委員会事務局 
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１．受付事件の状況 

事件の表示 事  件  名 受付年月日 

北海道 

令和２年(調)第１号事件 

 

石油物流基地からの騒音等被害防止請求事件 
R２.10.19 

東京都 

令和２年(調)第３号事件 

 

物流倉庫からの騒音防止請求事件 
R２.10.１ 

神奈川県 

令和２年(調)第２号事件 

コンビニエンスストア駐車場における 

アイドリングストップの条例義務履行等請求事件 
R２.10.６ 

愛知県 

令和２年(調)第２号事件 飲食店からの騒音被害防止請求事件 
R２.12.15 

大阪府 

令和２年(調)第８号事件 集合住宅騒音被害防止請求事件 
R２.11.24 

福岡県 

令和２年(調)第３号事件 テニスコートからの騒音被害防止請求事件 
R２.10.12 

２．終結事件の概要 

事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要 

茨城県 茨城県 コンクリ 令和元年11月15日受付 令和２年11月26日 

令和１年(調) 住民１人 ート製品  調停打切り 

第１号事件 製造会社   

 ⑴被申請人は、申請人に対し金 調停委員会は、４

[コンクリート製

品製造工場からの

500万円を支払うこと、⑵被申請
人は、工場の機械を撤去または移
転すること。 

回の調停期日の開
催等手続を進めた
が、合意が成立す

騒音等被害防止及 る見込みがないと
び損害賠償請求事 判断し、調停を打
件] ち切り、本件は終

結した。 

東京都 東京都 東京都 令和元年11月18日受付 令和２年10月22日 

令和元年(調) 住民１人 住民１人  調停打切り 

第２号事件   

 被申請人は、居住する土地に設置 調停委員会は、４

[給湯・暖房機器

移設請求事件] 

するガス・電気ハイブリッド給
湯・暖房システム機器を、申請人
周囲の居宅に騒音や振動を与えな

回の調停期日の開
催等手続を進めた
が、合意が成立す

い位置に移設すること。 る見込みがないと
判断し、調停を打
ち切り、本件は終
結した。 
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事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要 

大阪府 

令和元年(調) 

第４号事件 

 

[地下水汚染対策

措置継続請求事

件] 

大阪府 

住民３人 

市（代表

者市長） 

非鉄金属

製品等製

造会社 

令和元年９月２日受付 

 

 

⑴被申請人市は申請人所有建物に

設置された湧水圧送設備の稼働を

継続し、被申請人企業の浄化施設

への圧送を継続すること。⑵被申

請人企業は圧送された湧水を被申

請人企業の費用負担のもと、処理

するとともに、湧水圧送設備の維

持管理を継続すること。⑶被申請

人市は、申請人所有の建物に発生

する湧水の浄化が完了したことを

当事者双方が確認したときは、被

申請人市の費用負担で湧水圧送設

備を撤去すること。 

令和２年12月28日 

調停成立 

 

調停委員会は、８回

の調停期日の開催等

手続を進めた結果、

調停委員会の提示し

た調停案を当事者双

方が受諾し、本件は

終結した。 

大阪府 

令和２年(調) 

第１号事件 

 

[ゴム製品製造工

場からの振動被害

防止請求事件] 

大阪府 

住民１人 

ゴム製品

製造会社 

令和２年１月29日受付 

 

 

申請人宅裏の機械を夜間９時から

朝６時まで停止することを求め

る。 

令和２年10月９日 

調停打切り 

 

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。 

兵庫県 

平成30年(調) 

第３号事件 

 

[神戸市須磨区西

須磨地域都市計画

道路須磨多聞線自

動車公害防止対策

等請求事件] 

兵庫県 

住民

4,809人 

市（代表

者市長） 

平成30年12月25日受付 

 

 

⑴本件道路の必要性・環境影響評

価・中央幹線形状変更に関する説

明及び協議、⑵代替案の検討・協

議、⑶被申請人と住民との間の

（過去の）合意の尊重、⑷本件道

路建設工事に着手しないこと。 

令和２年11月５日 

調停打切り 

 

調停委員会は、３回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。 

奈良県 

平成30年(調) 

第１号事件 

 

[プラスチック製

品製造加工会社か

らの騒音・振動被

害防止請求事件] 

奈良県 

住民２人 

プラスチ

ック製品

製造加工

会社 

平成30年７月４日受付 

 

 

申請人らは、被申請人に対し、工

場の集塵機の稼働の停止を求め

る。 

令和２年10月13日 

調停成立 

 

調停委員会は、９回

の調停期日の開催等

手続を進めた結果、

調停委員会の提示し

た調停案を当事者双

方が受諾し、本件は

終結した。 
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事件の表示 申請人 被申請人 請求の概要 終結の概要 

広島県 

平成31年(調) 

第１号事件 

 

[飲食店からの悪

臭被害防止請求事

件] 

広島県 

住民４人 

広島県 

住民１人 

平成31年３月26日受付 

 

 

申請人が窓を開けても屋内に異

臭・油が入らないようにするこ

と。 

令和２年11月10日 

調停打切り 

 

調停委員会は、４回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。 

福岡県 

令和２年(調) 

第１号事件 

 

[浄水場宅地造成

工事に係る振動損

害賠償請求事件] 

福岡県 

住民１人 

建設会社 

不動産会

社 

令和２年２月５日受付 

 

 

被申請人は、共同して被害箇所の

修理代、合計994,338円を支払う

こと。 

令和２年11月30日 

調停打切り 

 

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。 

宮崎県 

令和元年(調) 

第１号事件 

 

[駐車場からの騒

音等被害防止請求

事件] 

宮崎県 

住民１人 

水道管工

事会社 

令和元年12月23日受付 

 

 

被申請人会社は、被害発生地域に

おいて、⑴側溝を修理し、音が出

ないようにすること、⑵周辺を走

行する車両の速度を減速させ、車

両による騒音を低減すること、⑶

無断駐車、停車、Ｕターン、アイ

ドリング等を規制すること、⑷被

害発生地域と市道の境界に、高さ

1.5ｍのブロック壁を設置するこ

と、⑸駐車車両による太陽の反射

光、夕方、社員等による申請人宅

に向けた車のライト、夜間タクシ

ーによるライト及びＵターンを行

なう車両のライトを低減するこ

と、⑹車両による排ガス、粉じん

等により、身体への影響が懸念さ

れるため、被害発生地域に出入り

する車両の台数を減らすこと、⑺

防音壁を設置し、資材置場等から

の騒音を低減すること、⑻敷地内

での出入り口を制限すること、⑼

上記措置をとらない場合は、現在

地から移転すること。 

令和２年10月５日 

調停打切り 

 

調停委員会は、２回

の調停期日の開催等

手続を進めたが、合

意が成立する見込み

がないと判断し、調

停を打ち切り、本件

は終結した。 

（注）上記の表は、原則として令和２年10月１日から令和２年12月31日までに各都道府県公害審査会等から当委員会に報告があったもの

を掲載しています。 
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公調委からのお知らせ 
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今後のウェブセミナー実施予定について 
 公害等調整委員会では都道府県・市町村の公害紛争・苦情相談の担当者を対象として、
ウェブセミナーを開催します。参加申込方法については、別途、公調委からお知らせしま
すが、今後の実施スケジュールは次のとおりです。 
・第３回 ２月 18日(木)14：00～15:00(１時間程度) 

講師：松浦 正浩(明治大学専門職大学院ガバナンス研究科専任教授) 
内容：交渉分析の理論 

・第４回 ２月 26日(金)14:00～15:00（１時間程度） 
（※第３回ウェブセミナー録画配信） 
講師：松浦 正浩(明治大学専門職大学院ガバナンス研究科専任教授) 
内容：交渉分析の理論 

・第５回 ３月５日(金)14：00～15:00(１時間程度) 
講師：北村 喜宣(上智大学法科大学院教授) 
内容：騒音等の公害に関する訴訟の裁判例について、最近の傾向や裁判所の考え方 

(仮題) 
・第６回 ３月 17日(水)14：00～15:00(１時間程度) 
（※第５回ウェブセミナー録画配信） 
講師：北村 喜宣(上智大学法科大学院教授) 
内容：騒音等の公害に関する訴訟の裁判例について、最近の傾向や裁判所の考え方 

(仮題) 
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近隣騒音や建築工事による騒音・ 振動に
伴う被害なども 

公害紛争処理の対象になります 
紛争を解決するには、まずは相談を 

 

 

 




